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はじめに

本市では，平成８年９月に，それまでの公共住宅の量的供給を目的とした住宅行政に代

わり，民間市場における良好な住宅ストックを確保するため，福祉や産業など各行政分野

と市民・企業が連携した住宅施策の展開を目的とした「函館市住宅マスタープラン」を策

定し，この計画に沿ってさまざまな施策に取り組んでまいりました。

しかしながら，人口の減少や少子高齢化の進展による住宅需要の低下や空き家の増加は，

地域の活力やコミュニティの衰退を引き起こしており，また，これらによる家族構成の変

化はライフステージに応じた住宅や住環境へのニーズの変化をもたらしてきているところ

です。

住宅は，日常生活において生命や財産を守る基盤であるとともに，安心して快適な生活

を送るための拠点であることを踏まえつつ，これら住宅をとりまく社会状況の変化に対応

しながら，本市の有する歴史と伝統，自然や景観などの恵まれた特質を生かした居住環境

の形成に取り組んでいくための基本的な方向を示すことを目的として，このたび新しい住

宅マスタープランを策定いたしました。

市では，今後，この計画に基づき，市民・企業・団体・行政の協働のもと，地域にふさ

わしい居住環境の形成を目指して取り組んでまいりたいと考えておりますので，市民の皆

様および関係各位のより一層のご理解とご協力を賜りますようよろしくお願いいたします。

最後に，この計画の策定にあたり，貴重なご意見やご提言をいただいた函館市住宅施策

のあり方に関する検討委員会の委員の皆様，ならびに市民アンケート調査や民間事業者ヒ

アリング調査などにご協力を頂いた皆様に，心から厚くお礼申し上げます。

平成２５年４月

函館市長 工 藤 壽 樹
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第1章 計画の目的と位置づけ

１ 計画の目的

本市では，平成８年９月に，従来の公共住宅の供給を中心とした住宅行政のあり方か

ら，民間の住宅市場を含めて，都市計画，福祉，産業などの広範囲な行政分野と市民・

企業とが連携した総合的な住宅施策を展開するため，「函館市住宅マスタープラン」を

策定し，この計画に沿ってさまざまな施策に取り組んできました。

しかし，策定後16年が経過し，人口の減少や少子高齢化の進行など，住まいを取り

巻く社会状況が変化してきていることや，また，平成23年12月に策定した新しい「函

館市都市計画マスタープラン」において，本市の新たなまちづくりの方向性が示された

ことから，これら社会状況の変化への対応やまちづくりとの整合を図りながら施策を展

開していく必要があります。

この計画は，こうした状況の変化に対応するとともに，本市の有する歴史と伝統，自

然や景観などの恵まれた特性を生かしながら，市民・企業・団体・行政の協働のもとで，

安全・安心，かつ，地域にふさわしい居住環境の形成を図っていくため，これからの住

宅施策について，その展開方向を体系的に示し，取り組んでいくことを目的として策定

するものです。

２ 計画の位置づけ

この計画は，「新函館市総合計画」等の上位計画に基づいた，本市の住宅施策の指針

であり，また，「住生活基本法（平成18年法律第61号）」第７条に規定されている，

住生活の安定の確保および向上の促進に関する各種施策を策定し，実施するにあたって

の，基本的方向を示す計画です。

３ 計画の期間

この計画の計画期間は，平成25年度から平成34年度までの10年間とします。

なお，社会経済情勢の変化や計画の進捗状況を踏まえ，必要に応じて見直すこととし

ます。
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◇ 地区区分

歴史的経過や地形・地理的条件，土地利用の状況，都市機能の集積状況などを考慮して，

本市を次の地区に区分します。

【地区区分図】

地区区分 町 名

旧 西 部 地 区 入舟町，船見町，弥生町，弁天町，大町，末広町，元町，青柳町，谷地頭町，住吉町，宝来町，
市 東川町，豊川町，大手町，栄町，旭町，東雲町，大森町，松風町，若松町
域

中央部地区 千歳町，新川町，上新川町，海岸町，大縄町，松川町，万代町，亀田町，大川町，田家町，
白鳥町，八幡町，宮前町，中島町，千代台町，堀川町，高盛町，宇賀浦町，日乃出町，的場町，
時任町，杉並町，本町，梁川町，五稜郭町，柳町，松陰町，人見町，金堀町，乃木町，柏木町

東央部地区 川原町，深堀町，駒場町，広野町，湯浜町，湯川町１丁目，湯川町２丁目，湯川町３丁目，
戸倉町，榎本町，花園町，日吉町１丁目，日吉町２丁目，日吉町３丁目，日吉町４丁目，
上野町，高丘町，滝沢町，見晴町，鈴蘭丘町，上湯川町，銅山町，旭岡町，西旭岡町１丁目，
西旭岡町２丁目，西旭岡町３丁目，鱒川町，寅沢町，三森町，紅葉山町，庵原町，亀尾町，
米原町，東畑町，鉄山町，蛾眉野町，根崎町，高松町，志海苔町，瀬戸川町，赤坂町，銭亀町，
中野町，新湊町，石倉町，古川町，豊原町，石崎町，鶴野町，白石町

北東部地区 富岡町１丁目，富岡町２丁目，富岡町３丁目，中道１丁目，中道２丁目，山の手１丁目，
山の手２丁目，山の手３丁目，本通１丁目，本通２丁目，本通３丁目，本通４丁目，
鍛治１丁目，鍛治２丁目，陣川町，陣川１丁目，陣川２丁目，神山町，神山１丁目，
神山２丁目，神山３丁目，東山町，東山１丁目，東山２丁目，東山３丁目，美原１丁目，
美原２丁目，美原３丁目，美原４丁目，美原５丁目，赤川町，赤川１丁目，亀田中野町，
北美原１丁目，北美原２丁目，北美原３丁目，水元町，亀田大森町，石川町，昭和１丁目，
昭和２丁目，昭和３丁目，昭和４丁目，亀田本町

北 部 地 区 浅野町，吉川町，北浜町，港町１丁目，港町２丁目，港町３丁目，追分町，桔梗町，
桔梗１丁目，桔梗２丁目，桔梗３丁目，桔梗４丁目，桔梗５丁目，西桔梗町，昭和町，亀田港町

東 戸 井 地 区 小安町，小安山町，釜谷町，汐首町，瀬田来町，弁才町，泊町，館町，浜町，新二見町，
部 原木町，丸山町
地
区 恵 山 地 区 日浦町，吉畑町，豊浦町，大澗町，中浜町，女那川町，川上町，日和山町，高岱町，日ノ浜町，

古武井町，恵山町，柏野町，御崎町

椴法華地区 恵山岬町，元村町，富浦町，島泊町，新恵山町，絵紙山町，新八幡町，新浜町，銚子町

南茅部地区 古部町，木直町，尾札部町，川汲町，安浦町，臼尻町，豊崎町，大船町，双見町，岩戸町

西部地区

北部地区

中央部地区

北東部地区
東央部地区

戸井地区

恵山地区

椴法華地区

南茅部地区

旧 市 域
東部地区

第２章 住宅事情等と課題
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第２章 住宅事情等と課題

１ 住宅事情等

１－１ 人口・世帯の状況

(1) 人口の減少と少子高齢化が進んでいます。

人口は，昭和55年をピークに減少を続け，平成22年の国勢調査では279,127人

となっています。

また，年齢別人口の構成比では，15歳未満の人口が約11％，65歳以上の人口が

約28％となり，他の道内主要都市と比較して少子高齢化が進んでいる状況となって

います。

地区別に見ると，西部地区，中央部地区および東部地区において人口の減少が顕著

となっていますが，西部地区については，地区内における15歳未満の人口の割合に

若干の増加が見られます。 （FＰ54～57【図表１～３】）

(2) 世帯の数は減少に転じています。

世帯の数は，平成22年の国勢調査では126,180世帯となっており，平成17年の

128,411世帯をピークに減少に転じています。 （FＰ58【図表４】）

(3) 世帯の小規模化が進んでいます。

世帯の規模は，小規模化が進み，平成22年の国勢調査では一般世帯（学生寮や医

療・福祉施設等以外に居住する世帯）における１世帯あたりの平均世帯人員が2.14

人となっており，特に，西部地区では2.00人，中央部地区では1.91人と世帯規模が

小さい状況にあります。

また，世帯の種類は，核家族世帯が減少するなかで，うち夫婦のみの世帯が占める

割合は増加傾向にあり，単独世帯の増加とあわせて，世帯の小規模化の要因となって

います。 （FＰ58～61【図表４・５・６】）

(4) 高齢世帯の数は増加傾向にあります。

高齢世帯の数は，増加を続け，平成22年の国勢調査では，65歳以上の単身世帯が

17,501世帯，共に65歳以上の夫婦のみの世帯が12,421世帯となっており，特に，

西部地区，中央部地区，東央部地区および東部地区で高齢世帯の割合が高い状況にあ

ります。 （FＰ62～64【図表７・８】）

(5) 子どものいる世帯の数は減少傾向にあります。

子どものいる世帯の数は，減少を続け，平成22年の国勢調査では，18歳未満世帯

員のいる世帯が23,340世帯，うち６歳未満世帯員のいる世帯が8,612世帯となっ

ており，特に，西部地区および中央部地区で18歳未満世帯員のいる世帯の割合が低

い状況にあります。 （FＰ62～64【図表７・８】）
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第２章 住宅事情等と課題

１－２ 住宅の状況

(1) 空き家は増加傾向にあります。

空き家は，増加を続け，平成20年の住宅・土地統計調査では25,080戸（空き家

率約17％）となっており，うち約63％が賃貸用の住宅となっています。

また，空き家率の高い地区は，平成19年の市の課税台帳および平成22年の国勢調

査から推計すると，西部地区，東央部地区および東部地区と思われます。

（FＰ65・66【図表９・10】）

(2) 民営借家に住む世帯の割合が増加に転じています。

住宅の所有関係は，平成22年の国勢調査では，持ち家に住む世帯の割合について

は約56％で微増傾向にありますが，その数は減少に転じており，一方，民営借家に

住む世帯の割合については約34％となっており，その数とともに増加に転じていま

す。

地区別にみると，中央部地区では持ち家率が約45％と低く，民営借家率が約42％

と高い状況にありますが，東部地区では持ち家率が約87％と非常に高い状況である

のに対し，民営借家率は約３％にとどまっており，その数・割合とも減少傾向にあり

ます。 （FＰ67・68【図表11・12】）

(3) 持ち家および民営借家の１世帯あたりの延べ面積は減少に転じていると思われます。

持ち家および民営借家の１世帯あたりの延べ面積は，平成22年の国勢調査から推

計すると，それぞれ約111㎡および約47㎡となり，ともに減少に転じていると思わ

れます。

また，延べ面積別世帯数については，東部地区では100㎡以上の世帯が約52％と

過半を占めているのに対し，西部地区および中央部地区では70㎡未満の世帯がそれ

ぞれ約51％および約56％と過半を占めており，特に，中央部地区では30㎡未満の

世帯が約14％と比較的高い割合となっています。 （FＰ69・70【図表13・14】）

(4) 新耐震基準適用前の住宅が全住宅の約47％を占めています。

新耐震基準が施行された昭和56年以前の住宅は，平成19年の市の課税台帳による

と，全体の約47％を占め，特に，西部地区では約60％，東部地区では約69％と高

い割合になっています。 （FＰ71【図表15】）

(5) 高齢者等対応設備は持ち家で整備が進んでいますが，借家では遅れています。

屋内の段差解消や手すりの設置などの高齢者等対応設備の整備状況は，各年の住宅

・土地統計調査によると，持ち家・借家とも進んでいる状況にあります。

しかしながら，借家における整備状況は，持ち家に比べてかなり低い状況にあり，

また，北海道や全国と比べても低い状況にあります。 （FＰ72【図表16】）
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第２章 住宅事情等と課題

１－３ 世帯と住まいの状況

(1) 夫婦と子供からなる世帯の約66％は持ち家に住んでいます。

夫婦と子供からなる世帯が住んでいる住宅の所有関係は，平成22年の国勢調査に

よると，持ち家率が約66％を占め，民営借家率は約24％となっています。

（FＰ73【図表17】）

(2) 高齢世帯の持ち家率は減少に転じています。

高齢世帯が住んでいる住宅の所有関係は，平成22年の国勢調査では，持ち家率に

ついては，高齢単身世帯（65歳以上の単身世帯）が約60％，高齢夫婦世帯（夫65

歳以上，妻60歳以上の夫婦のみの世帯）が約84％と，ともに減少に転じており，相

応して，民営借家率については，それぞれ約28％・約10％と，ともに増加に転じて

います。

また，高齢世帯の持ち家の延べ面積については，平成22年の国勢調査から推計す

ると，高齢単身世帯で約98㎡，高齢夫婦世帯で約109㎡となり，ともに減少に転じ

ているものの，依然として大きな規模を有していると思われます。

特に，持ち家に住む高齢単身世帯の住宅の約38％が100㎡以上となっており，世

帯規模と住宅規模のミスマッチの状況がみられます。（FＰ74・75【図表18・19】）

(3) 民営借家の１か月あたりの家賃は約45％が４万円以上６万円未満となっています。

借家の１か月あたりの家賃は，各年の住宅・土地統計調査によると，４万円以上６

万円未満が年々増加傾向を示しているなか，近年においては，２万円以上４万円未満

が増加に転じる一方で，６万円以上８万円未満が減少に転じています。

また，民営借家の建て方は，約79％が共同住宅，残り約21％が一戸建・長屋建の

住宅となっており，建て方別の１か月あたりの家賃については，一戸建の住宅は２万

円以上８万円未満の間に一様な程度で集中しており，長屋建の住宅は２万円以上４万

円未満が約59％を占め，また，共同住宅はほぼ半数が４万円以上６万円未満となっ

ています。

なお，道内の主要都市と比較すると，民営借家全体の家賃帯については旭川市，釧

路市および帯広市とほぼ同様の傾向となっていますが，一戸建の住宅については苫小

牧市，長屋建の住宅については小樽市，木造の共同住宅については江別市，非木造の

共同住宅については札幌市と比較的近い状況になっています。

（FＰ76～79【図表20・21】）
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第２章 住宅事情等と課題

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住宅の広さ・部屋数

敷地の広さや日当たり

トイレ・台所・浴室などの設備

住宅の収納スペース

内外装などの状態

火災時の避難の安全性

住宅の遮音性・断熱性

住宅の防犯性

地震・台風時の住宅の安全性

床の段差などのバリアフリー対策

総合評価

43.2

43.8

33.4

29.6

23.7

20.9

24.2

13.5

16.2

23.2

13.2

32.1

31.1

33.4

30.5

36.4

36.9

32.1

40.4

31.8

24.2

49.5

19.2

19.3

22.0

25.7

26.2

32.5

22.4

32.0

30.8

27.2

26.6

5.4

5.7

11.1

14.2

13.7

9.7

21.2

14.1

21.2

25.4

10.7

満足 およそ満足 少し不満 不満

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住宅の広さ・部屋数

敷地の広さや日当たり

住宅の防犯性

床の段差などのバリアフリー対策

トイレ・台所・浴室などの設備

地震・台風時の住宅の安全性

内外装などの状態

火災時の避難の安全性

住宅の収納スペース

住宅の遮音性・断熱性

総合評価

25.8

28.6

12.5

16.0

20.8

10.9

15.8

11.7

18.3

15.0

7.5

35.0

31.9

33.3

29.4

24.2

33.6

26.7

30.8

22.5

16.7

33.3

24.2

24.4

31.7

23.5

26.7

29.4

23.3

35.0

28.3

26.7

32.5

15.0

15.1

22.5

31.1

28.3

26.1

34.2

22.5

30.8

41.7

26.7

満足 およそ満足 少し不満 不満

１－４ 市民の意識・意向

住宅や居住環境に関する市民の満足度および将来の意向などを把握するため，平成

19年６月に市民アンケート調査※を実施しました。

※ 対象者数：1,550人 ／ 回収票数：476票 ／ 回収率：31％

(1) 住宅に関しては借家への不満度が高い傾向にあります。

住宅に関しては，持ち家居住者については「地震・台風時の住宅の安全性」および

「床の段差などのバリアフリー対策」を除き，全体的に満足度が高く，総合評価では

約63％の方が「満足」または「およそ満足」としていますが，借家居住者について

は「住宅の広さ・部屋数」および「敷地の広さや日当たり」を除き，全体的に満足度

が低く，総合評価では約59％の方が「少し不満」または「不満」としています。

【住宅への満足度】

《持ち家居住者》 （回答者数：335人）

《借家居住者》 （回答者数：121人）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

近隣の人たちとのふれあい

まちの景観

騒音や大気汚染などの少なさ

通勤や通学などの利便性

日常の買い物などの利便性

医療施設などの利便性

犯罪発生の防止

地震や台風の災害に対する安全性

周辺の道路の歩行時の安全性

子供の遊び場，公園など

22.4

21.9

26.9

25.5

25.9

18.6

11.8

13.7

13.6

11.3

56.7

50.3

43.3

41.9

35.5

40.9

42.7

40.4

39.3

40.1

15.0

23.4

21.7

21.4

24.1

28.5

36.1

29.8

31.0

27.9

5.9

4.4

8.0

11.2

14.5

12.1

9.3

16.1

16.1

20.7

満足 およそ満足 少し不満 不満

0% 20% 40% 60% 80% 100%

まちの景観

通勤や通学などの利便性

近隣の人たちとのふれあい

騒音や大気汚染などの少なさ

日常の買い物などの利便性

医療施設などの利便性

子供の遊び場，公園など

周辺の道路の歩行時の安全性

地震や台風の災害に対する安全性

犯罪発生の防止

19.0

27.5

15.7

23.3

29.5

27.5

19.5

14.9

13.2

5.8

59.5

47.5

55.4

41.7

35.2

35.8

38.1

42.1

40.5

44.2

12.4

13.3

21.5

25.0

19.7

25.8

27.1

24.8

28.1

36.7

9.1

11.7

7.4

10.0

15.6

10.8

15.3

18.2

18.2

13.3

満足 およそ満足 少し不満 不満

(2) 居住環境に関しては概ね満足度が高い傾向にあります。

周辺の居住環境に関しては，持ち家居住者については，「近隣の人たちとのふれあ

い」，「まちの景観」，「騒音や大気汚染などの少なさ」の順に満足度が高く，また，

借家居住者については，「まちの景観」，「通勤や通学などの利便性」，「近隣の人

たちとのふれあい」の順に満足度が高い一方，持ち家居住者，借家居住者とも，「周

辺の道路の歩行時の安全性」，「地震や台風の災害に対する安全性」，「犯罪発生の

防止」，「子供の遊び場，公園など」への満足度が比較的低い状況にありますが，居

住環境全般としては概ね満足度が高い傾向にあります。

【居住環境への満足度】

《持ち家居住者》 （回答者数：324人）

《借家居住者》 （回答者数：123人）
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(3) 持ち家居住者の多くは現在の住宅に住み続けたいとしています。

現在の住宅への住み続け意向に関しては，持ち家居住者の約83％が現在の住宅に

住み続けたいとしており，特に中央部地区，東部地区および北東部地区で比較的高い

傾向にある一方，借家居住者の住み続け希望は約38％に留まっています。

持ち家居住者の住み続け希望の理由については，「住宅・土地を有している」が全

市的に多くあげられているほか，西部地区，東央部地区および東部地区で「地域に愛

着がある」，中央部地区で「通勤・通学・買い物などが便利」，西部地区で「周辺の

環境に満足している」が比較的多くあげられるなど，地域により様々な傾向にありま

す。

【住み続け希望・住み続けたい理由（持ち家居住者）】 （回答者数：347人／複数回答）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【現在の住宅に住み続けたい】

地域に愛着がある

通勤・通学・買い物などが便利である

住宅に満足している

住宅・土地を所有している

周辺の環境に満足している

近くに親戚や友人がいる

農地に近いまたは漁業権などの関係がある

80.0

62.5

27.5

22.5

47.5

42.5

20.0

0.0

92.1

40.0

48.6

22.9

62.9

14.3

17.1

0.0

78.3

47.2

33.3

16.7

72.2

27.8

25.0

2.8

84.4

31.6

39.5

18.4

78.9

18.4

5.3

0.0

80.4

35.1

32.4

24.3

75.7

13.5

5.4

2.7

84.0

57.3

5.6

20.2

60.7

22.5

28.1

25.8

83.3

46.7

24.9

20.4

65.4

23.5

18.7

9.0

西部地区 中央部地区 東央部地区 北東部地区 北部地区 東部地区 市 全 体
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(4) 希望する転居先は「市電・バス道路沿線」が比較的高い傾向にあります。

回答者の約27％が「転居したい」と回答しており，希望する転居先としては，

「市電・バス道路沿線」が比較的高い傾向にあります。

世代別にみると，高齢者については「市電・バス道路沿線」がほぼ半数近くを占め

る一方，高齢者以外については「市電・バス道路沿線」のほか「その他」が比較的多

いなど，地区特性による偏りが高齢者ほど大きくない傾向が見受けられます。

【希望する転居先】 （回答者数：130人）

(5) 子育てにおいては住宅よりも居住環境の面を重視しています。

子育てにおける住宅や居住環境の重要な点としては，「周辺道路の歩行時の安全

性」，「小中学校など教育施設の周辺環境」，「子供の遊び場，公園など」，「小児

科など医療機関の利便性」，「住宅の広さ・間取り」の順に意向が高く，住宅の規模

や性能よりも居住環境に関する面を重視しています。

【子育てにおける住宅や居住環境の重要点】 （回答者数：476人／複数回答）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

転居希望者全体

　高齢者（60歳以上）

　高齢者以外（60歳未満）

33.1

48.7

25.3

11.0

12.8

10.3

10.2

12.8

9.2

7.1

2.6

9.2

13.4

5.1

17.2

25.2

17.9

28.7

市電・バス道路沿線 函館駅前やその周辺 産業道路周辺

東部地区 北斗市など周辺市町村 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50%

周辺道路の歩行時の安全性

小中学校など教育施設の周辺環境

子供の遊び場，公園など

小児科など医療機関の利便性

住宅の広さ・間取り

安全性や遮音性など

託児・保育所などの利便性

親戚や近隣の人たちとの関わり

人が集う小公園や広場など

職場に近い

その他

47.7

46.2

41.6

39.9

35.9

29.8

28.8

19.3

14.7

10.7

3.8
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(6) 高齢者等については自立・自活できる住宅や居住環境を重視しています。

高齢者や障がい者にとっての住宅や居住環境の重要な点としては，「病院・福祉施

設などの利便性」が最も多く，次いで「買い物など生活の利便性」，「住宅内の段差

解消」，「周辺道路の歩行時の安全性」の順となっているのに対し，「親戚や近隣の

人との関わり」，「子供や親戚との同居」，「人が集う小公園や広場など」への意向

が少ないことから，自立・自活できる住宅や居住環境を重視しています。

【高齢者や障がい者にとっての住宅や居住環境の重要点】 （回答者数：476人／複数回答）

(7) 今後重要な住宅施策として「高齢者・障がい者が住宅を改修する際の資金助成」を

多くあげています。

今後重要と考える住宅施策では，「高齢者・障がい者が住宅を改修する際の資金助

成」が最も多く，次いで「子育て世帯が住みやすい住宅の供給」，「通勤・買い物

に便利な住宅や宅地の供給」，「所得や家族形態に応じて住み替え可能な公共賃貸

住宅の供給」の順になっています。

【今後の重要な住宅施策】 （回答者数：476人／複数回答）

0% 20% 40% 60% 80%

病院・福祉施設などの利便性

買い物など生活の利便性

住宅内部の段差解消

周辺道路の歩行時の安全性

親戚や近隣の人との関わり

子供や親戚との同居

人が集う小公園や広場など

その他

74.2

60.3

56.1

51.9

37.6

17.2

11.1

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高齢者・障がい者が住宅を改修する際の資金助成

子育て世帯が住みやすい住宅の供給

通勤・買い物に便利な住宅や宅地の供給

所得や家族形態に応じて住み替え可能な公共賃貸住宅の供給

まちづくりに関する市民への情報提供

通勤・買い物に便利な民間賃貸住宅への家賃補助

子育て世帯が住宅を改修する際の資金助成

まちづくりに関する市民からの提案制度

住宅相談やリフォーム相談窓口の増設

仲間・友人が集まって住む共同住宅の供給

その他

55.5

34.0

33.4

31.7

24.6

18.9

18.1

14.1

12.2

9.9

3.2
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１－５ 住宅市場の実態

住宅市場の実態や傾向をより詳細に把握するため，平成20年１月から２月にわたり，

民間事業者※１に対するアンケート調査およびヒアリング調査※２を実施しました。

※１ 調査対象：(社)北海道宅地建物取引業協会函館支部・(社)全日本不動産協会北海道本部
函館支部の会員企業 約300社

※２ アンケート調査の回答事業所数：約50社 ／ ヒアリング調査の対象事業所数：６社

(1) 民間賃貸住宅市場の動向

① 民間賃貸住宅のうち，１年以上空き家となっている住戸の割合は全体の10～20

％程度あり，近年では，新築物件でも完成時に空室がみられ，供給過多にあるとし

ています。

② 空き家の要因では，建物・設備の老朽化のほか，市場動向にあわせて家賃を下げ

ることができないことをあげています。

③ 家賃と間取りについては，若年単身世帯では家賃が４～５万円程度の１ＬＤＫ以

下，若年夫婦世帯では５万円以上の２ＤＫ・２ＬＤＫ，子育て世帯では５～６万円

程度の２ＬＤＫ以上，高齢単身世帯では３～４万円程度の１ＬＤＫ以下，高齢夫婦

世帯では４～６万円程度の２ＤＫ・２ＬＤＫの住宅が多く求められるとしています。

④ 住宅の周辺環境については，若年世帯・子育て世帯・高齢世帯とも買い物の利便

性を重視しており，加えて，子育て世帯にあっては学校への近さを，また，高齢世

帯にあっては公共交通機関や病院などの利便性を重視しているとしています。

⑤ 各世帯向けの住宅数は，若年世帯向けについては概ね充足されているものの，子

育て世帯向けについてはやや不足ぎみ，また，高齢世帯向けについては不足してい

るとしています。

⑥ 民間賃貸住宅への高齢者の入居については，火気の扱いによる火災発生の懸念な

どにより入居が敬遠される場合もみられることから，高齢世帯が入居しやすい住宅

の供給が必要であるとしています。

⑦ 子育て世帯に比較的広い間取りの住宅へのニーズがある一方で，高齢世帯が持ち

家を賃貸化することに関しては，住宅の維持費の負担などを考えて賃貸化したいと

する人は少ないとしています。

⑧ 貸し主は個人経営が大半で比較的事業意欲が高いが，空き家を解消するためのリ

フォームに関しては，費用の問題のほか，必ずしも空き家の解消につながらないこ

となどを理由に消極的であるとしています。

⑨ 空き家対策として，民間賃貸住宅の公営住宅としての活用や，リフォーム支援な

どを望んでおり，民間の力だけでは困難な部分もあるため，公共の仕組みや制度を

活用しながら進めていく必要があるとしています。



16

第２章 住宅事情等と課題

(2) 中古住宅市場の動向

① 購入希望者は，1,500万円以下の販売価格帯の住宅を求める傾向にありますが，

それを上回る価格帯のものが多いために売却が進まないことや，経済状況の悪化に

よる住宅の購入意欲の低下などもあり，今後も中古住宅の空き家の増加が懸念され

るとしています。

② 購入希望者は，子育て世帯と若年・高齢の夫婦世帯が多くなっており，購入の際

のメリットとしては，新築よりも価格が安いことのほか，利便性を考慮して選択で

きることや，建物を実際に確認してから購入できることなどをあげています。

③ 中古住宅のうちリフォーム済みの住宅は５～10％程度あるものの，高齢者や障

がい者向けにバリアフリー化した住宅は，ほとんどみられないとしています。

④ 今後は，購入希望者の安心確保に有効な手段の一つと考えられる「住宅性能表示

制度」の普及のほか，中古住宅市場の活性化にもつながる住宅の履歴管理が重要と

考えられており，関連団体の連携や住宅評価の統一基準をつくることなどが必要で

あるとしています。

(3) 住宅地市場の動向

① 購入希望者については，「利便性がよい」，「価格が安い」，「日当たりがよ

い」を条件に選ぼうとする人が多く，一方で，売却が進まない住宅地の特徴は，価

格が高いことや利便性が悪いことが主な要因となっているほか，日当たりや接道条

件，土地の形状が悪いことなどをあげています。

② 住宅地流通の動向は，近年減少傾向となっており，今後は売れ残っていくことも

考えられるとしています。

③ 今後は，本格的な高齢社会を迎えることにより，リバースモーゲージや住み替え

支援のニーズの増加が予想されるとしています。また，街なか居住や移住・定住の

促進，さらには地域ごとの特性や魅力の発信が必要であるとしています。
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２ 関連計画

① 新函館市総合計画（平成19年10月策定）

本市では「人が輝き まちが輝く 交流都市 はこだて」を将来像とした総合計画を

平成19年10月に策定しています。

【基本構想】

「まちづくりの基本姿勢」のなかで「市民協働によるまちづくり」と「地域の特性

を生かしたまちづくり」を掲げています。

また，「施策の大綱」においては，「地域福祉社会の形成」をめざし，安心して子

供を生み育てることができる環境づくりを進めるとともに，高齢者や障がいのある人

のための福祉サービスの充実や社会参加機会の拡大を図るとしています。

【基本計画】

「市街地の整備」では，中心市街地のにぎわいの創出をはじめ，低未利用地等の

活用や市街地開発事業を推進するとともに，地区生活拠点の機能強化を図り，歩い

て暮らせるまちづくりを進めるとしています。

「住環境の整備」では，だれもが快適な暮らしを送ることができるよう，良質な

住宅ストックの充実に努めるとともに，良質・低廉な住宅地の供給を図るほか，住

み良い住環境づくりを進めるとしています。

■「住環境の整備」の主要施策

１ 多様化するニーズに対応した住宅の供給

(1) 良質な住宅ストックの形成と活用

(2) 街なか居住の促進

(3) 多自然居住の促進

(4) 公的住宅ストックの有効活用

２ 良質な住宅地の供給

○商業・業務，医療・福祉などの都市機能が集積する生活利便性の高い土地へ

の居住ニーズに対応するため，既成市街地内の低未利用地における良質な住

宅地の整備を促進します。

○戸建住宅を中心とした閑静でゆとりある郊外部への居住ニーズに対応するた

め，計画的な開発による良質・低廉な住宅地の供給を図ります。

３ 住みよい住環境づくり

○地区計画や建築協定などを活用した住民による自主的な取り組みによる住み

よい住環境の形成を促進します。
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② 函館市都市計画マスタープラン（平成23年12月策定）

「都市計画法（昭和43年法律第100号）」に基づき，「新函館市総合計画」およ

び北海道が定める「函館圏都市計画 都市計画区域の整備，開発及び保全の方針」に

即して定められた，本市の都市計画に関する基本的な方針であり，平成23年12月に

策定しています。

人口の減少や少子高齢化進行，中心市街地の空洞化，さらには地球温暖化など様々

なまちづくりを巡る課題への対応が求められている中で，

○歩いて暮らせるコンパクトなまちづくり

○快適・安全なまちづくり

○市街地と農漁村地域が共生するまちづくり

○美しくうるおいあふれるまちづくり

○経済活動を支えるまちづくり

の５つをまちづくりの目標とし，土地利用・都市施設整備・都市環境に関するまちづ

くりの方針，さらには地区別のまちづくりの方針を示しています。

③ 住生活基本計画（全国計画）（平成23年３月策定）

「住生活基本法」に基づき，住生活の安定の確保および向上の促進に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するため，平成23年３月に閣議決定されています。

○安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築

○住宅の適正な管理及び再生

○多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備

○住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保

の４つを目標に，各種施策を総合的かつ計画的に推進することとしています。

④ 北海道住生活基本計画（平成24年３月策定）

「住生活基本法」に基づく都道府県計画として，平成24年３月に北海道が定めて

います。

○「安全で安心な暮らし」の創造

○「北海道らしさ」の創造

○「活力ある住宅関連産業」の創造

の３つを住宅政策の目標としたうえで，暮らし・住宅・地域・環境・産業の５つの要

素から捉えた住宅政策を推進することとしています。
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⑤ 第６次函館市高齢者保健福祉計画・第５期函館市介護保険事業計画
（平成24年３月策定）

「老人福祉法（昭和38年法律第133号）」および「介護保険法（平成９年法律第

123号）」に基づく計画として，平成24年３月に策定しています。

「やさしいまちづくりの推進」を施策の方向の一つとして位置づけ，「サービス付

き高齢者向け住宅」の登録制度の周知，既設市営住宅における計画的なエレベーター

設置や高齢者の優先入居を目的とした特定目的住宅の指定拡充，高齢化対応改修に対

する費用助成などの支援により，高齢者が安心して暮らせる住宅の整備を進めるとし

ています。

⑥ 函館市次世代育成支援後期行動計画（平成22年２月策定）

「次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）」に基づく地域行動計画

として，平成22年２月に策定しています。

「子育てを支援する生活環境の整備」を施策の方向の一つとして位置づけ，ファミ

リー向け賃貸住宅の供給支援による良質な住宅の確保や，住宅に係る情報提供・相談

事業の充実を含めた良好な居住環境の確保を図ることとしています。

⑦ 函館市障がい者基本計画（平成18年２月策定）

「障害者基本法（昭和45年法律第84号）」に基づく計画として，平成18年２月

に策定しています。

「バリアフリー社会の実現」を施策の方向の一つとして位置づけ，公営住宅におけ

る段差解消やエレベーター設置による障がい者への配慮，特定目的住宅への優先入

居，グループホームや福祉ホームなどの充実，住宅改修に関する相談・助成制度等の

活用促進を図ることとしています。
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３ 住宅政策上の課題

本市の社会動向や住宅事情の現状などから，今後，取り組むべき住宅政策上の課題は，

以下のとおり整理されます。

３－１ 社会情勢に起因する課題

人口の減少とあわせて少子高齢化がますます進んでいる本市においては，市民の居住

の安定確保に配慮するとともに，子育て世帯や高齢者等が安心して暮らせる住環境の整

備が求められます。

(1) 高齢者等の安全で安心な住環境の整備が必要です。

人口は昭和55年をピークに減少し，今後も減少傾向が進むものと推計されていま

すが，同時に，高齢化がますます進むものとされており，特に高齢者のいる世帯につ

いては，今後も高齢単身世帯や高齢夫婦世帯といった高齢者のみの世帯の増加が見込

まれます。

また，障がい者においては，「障害者自立支援法（平成17年法律第123号）」の

施行により，障がい者の生活の場が施設から地域へ移行していくこととなります。

このため，高齢者や障がい者が安全に安心して自立した生活を送れる住まいの確保

やサポート環境づくりが必要です。

(2) 安心して子育てのできる住環境の整備が必要です。

急速な少子化の進行を受け，国や地域独自で子育て支援に係る各種施策が講じられ

ているなか，子育て家庭においては，子育てのしやすい住環境に対するニーズが高く，

安心して子育てのできる生活環境や住宅供給が求められています。

このため，子育て期のライフステージに対応した住まいの提供のほか，児童福祉施

策と連携した育児等のしやすい住環境づくりが必要です。

(3) 住宅セーフティネットの適切な構築が必要です。

家族構成の変化や少子高齢化が進むなかで，市営住宅および道営住宅には，住宅セ

ーフティネットとして，これまで以上に市民の居住の安定確保に的確な役割を果たし

ていくことが求められています。

このため，市営住宅においては，人口や世帯の動向などに基づく将来需要を踏まえ

た必要管理戸数のもと，適切に供給していく必要があります。

(4) さまざまなライフスタイルへの対応や良好なコミュニティの形成が必要です。

ライフスタイルが多様化するなか，人々が満足感を得られるような住環境づくりや，

世代の偏在により機能が低下しつつある地域コミュニティの活力向上が求められてい

ます。

このため，居住者の価値観の変化や地域コミュニティの状況などについての適切な

分析に基づいた取り組みを行っていく必要があります。
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３－２ 住宅に関する課題

住宅ストックが量的に充足している本市においては，安全で快適な生活を送られるよ

う，また，資源循環型社会への転換を進めていく観点からも，住宅の質や性能を適切に

確保し，これらを有効に活用していくことが求められます。

(1) 環境共生型住宅の普及を促進する必要があります。

20世紀までの産業発展を支えてきた石油や鉱物資源などの枯渇が懸念されている

現在，これまでの「大量生産・大量消費・大量廃棄型社会」から，省資源・省エネル

ギーの推進による「資源循環型社会」への転換が求められています。

このため，長寿命化や工法の工夫などによる地球環境への配慮や，高断熱化や自然

環境との調和などによる環境負荷の低減，また利用者の年齢や障がいの有無などにか

かわらず誰もが長期的・継続的に利用可能なユニバーサルデザインの導入やシックハ

ウス対策などによる室内環境の向上を目的とした「環境共生型住宅」の普及を促進し

ていく必要があります。

(2) 既存住宅の性能の向上が必要です。

本市の住宅ストックは，新耐震基準が施行された昭和56年以前の住宅が約47％を

占め，耐震性能のほか，断熱性能や高齢化への配慮が十分とはいえない状況にありま

す。

また，高齢世帯の多くは持ち家に居住し，今後も現在の住まいに住み続けたいとい

う居住継続意向が強いことから，できるだけ高齢者や障がい者が安心して住み続けら

れるように住宅を改善することが求められます。

一方，市営住宅については，昭和40年代から昭和50年代にかけて建設された中高

層建築物が多くを占めており，耐震性能は確認されているものの，耐久性の向上や高

齢化への配慮など，建物の長寿命化を図るための改善が求められています。

このため，住宅ストックの耐震化や住宅リフォームなどにより，老朽化した住宅の

更新や改善等を進め，住宅性能の向上を図る必要があります。

(3) 中古住宅の流通を促進するための仕組みづくりが必要です。

持ち家に住む世帯が約56％で増加傾向にあるなか，子育て期に取得した戸建住宅

に住む高齢単身や高齢夫婦世帯については，相続する者がいないことや除雪ができな

くなってきたなどの維持管理上の負担から，日常生活や交通が便利な場所への住み替

えを希望している方もいます。

一方で，子育て世帯については，中古住宅に対し，新築よりも価格が安いことや住

環境の良さなどを選択基準に，購入もしくは賃貸による居住ニーズが高いものとなっ

ています。

このため，これら世帯形態と住宅規模のミスマッチを解消し，ライフスタイルやラ

イフステージに合わせて住宅を確保できる仕組みづくりが必要です。
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(4) 空き家の有効活用が必要です。

本市の空き家率は，北海道平均と比較しても高く増加傾向となっており，地域活力

の低下のほか，防災・防犯の観点からも問題となっています。

このため，共同住宅の空き家が多い地区，戸建ての空き家が多い地区など，地区ご

との空き家の実情にあった多様な取り組みを検討し，これら空き家の有効活用を図る

必要があります。

３－３ 居住環境に関する課題

「新函館市総合計画」では，人口減少や超高齢社会の到来を迎え，今後のまちづくり

について，これまでの都市の拡大成長を前提としたまちづくりから，都市機能の無秩序

な拡散を防止し，都市基盤の既存ストックを活用した「コンパクトなまちづくり」を進

めていくこととしています。

このため，住宅政策では，まちづくり方針との調和・連携を図りながら，市民が居住

環境に求める医療福祉サービスや買い物など日常生活の利便性を考慮した住宅施策の取

り組みが必要となっています。

(1) 街なか居住を促進していく必要があります。

中心市街地をはじめとする既成市街地では，少子高齢化や郊外部への人口移動など

により，空き家・空き地が増加し，地域の活力が衰えつつあります。

しかし，都市基盤の既存ストックが充実している既成市街地には，徒歩圏内に買い

物など日常生活において利便性の高い生活拠点が形成されており，この拠点の維持が

「歩いて暮らせるまちづくり」を進めていく観点から必要です。

このため，中心市街地をはじめとする地区生活拠点およびその周辺での居住ニーズ

に対応した街なか居住を進めていく必要があります。

(2) 地域の特性と居住ニーズとのマッチングが必要です。

本市は，市街地の形成時期や土地利用・開発手法の違いなどにより，町並み形成や

自然環境，さらには住宅や居住環境に求められる機能について，地域によりそれぞれ

異なる特性を有しています。

また，平成16年の市町村合併を契機として，都市部と豊かな自然環境に囲まれて

いる農林業や漁業を中心とした集落で形成される市域となり，その地域事情の違いを

踏まえて住宅施策を展開していくことが求められています。

このため，それぞれの地域が有するさまざまな特性を的確に把握し，その魅力を積

極的に発信するなど，地域に相応しいさまざまなまちづくり施策の展開とあわせて，

各地域への居住ニーズに適切に対応できる仕組みづくりを進めていく必要があります。
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１ 住宅政策の基本目標
２ 住宅施策の展開方向
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１ 住宅政策の基本目標

温暖な気候，豊かな自然，歴史と伝統に培われた文化は，これまで函館の町並み形成

や市民の生活様式に深く関わってきました。

まちの成長や社会の成熟とともに，居住者の価値観や家族構成などが変化するなかで，

多様化するニーズに的確に対応した住宅施策の展開が望まれています。

一方，人口の減少や少子高齢化が進むなか，だれもが安心して快適な生活を送ること

ができるよう，市民共有の社会資本である都市機能と住宅ストックを有効に活用しなが

ら，住み良い住環境づくりを進めることが重要となっています。

成熟社会へと移行するなかで，住宅の質の確保や，多様なニーズへの対応，居住環境

の保全や再生など，これからの函館の住まいづくりの課題に対応しながら，良好な生活

空間の確保を図るため，住宅政策の基本方針を次のとおり設定します。

●基本目標１ 安心して暮らせる住まいづくり

●基本目標２ ニーズに応じた住まいを選択できる住宅市場づくり

●基本目標３ 地域特性を生かした居住環境づくり
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●基本目標１ 安心して暮らせる住まいづくり

資源循環型社会への転換が求められるなか，既存の住宅を長く有効活用していくため

の改善を促進するとともに，新たに供給される住宅の性能の確保にも努め，市民が安心

して暮らせる良質な住宅ストックの形成を目指します。

このため，住宅の耐震性，バリアフリー性，省エネルギー性などの基本性能の向上に

必要な住宅のリフォームの促進や質の高い住宅の供給を促進します。

●基本目標２ ニーズに応じた住まいを選択できる住宅市場づくり

少子高齢化の急速な進行やライフスタイルの多様化に伴う，市民一人ひとりのニーズ

に対応した住まいを選択できる住宅市場づくりを目指します。

このため，ライフステージに応じて，その時々のニーズに合わせた住宅・住宅地の選

択や住み替えが容易に行えるよう，住宅の所有者や住み替え希望者に対し情報提供等の

支援を行うとともに，それらが円滑に進むための仕組みづくりを民間事業者や関係団体

と連携して進めます。

また，低額所得者や高齢者，障がい者，子育て世帯，ＤＶ被害者など，住宅市場にお

いて自力では適切な住宅を確保することが難しい住宅困窮者の居住の安定と居住水準の

向上に向け，住宅セーフティネットの構築に取り組みます。

●基本目標３ 地域特性を生かした居住環境づくり

個々の地域においてこれまでにストックされてきた都市基盤や町並み，自然環境など

の地域特性を生かしながら，魅力ある居住環境の形成を目指します。

このため，居住環境に関する地域ごとの特性を把握し，それらを活用した街なか居住

や多自然居住を促進するとともに，景観に配慮した町並みの形成を図ります。
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２ 住宅施策の展開方向

２－１ 住宅施策の体系

●基本目標１ 安心して暮らせる住まいづくり

施 策 具体的な取り組み

(1) 民間住宅の耐震診断・改修促進 ① 建築関係団体等との連携

② 耐震診断の普及促進
③ 耐震改修の促進

(2) 住宅のリフォームの促進 ① 住宅リフォーム相談窓口の機能強化
② 既存住宅のバリアフリー化等の促進
③ 高齢者向け返済特例制度の周知

(3) 良質な住宅の取得に関する制度等の ① 住宅性能表示制度の普及促進
普及促進 ② 北方型住宅サポートシステムの普及促進

③ 長期優良住宅の普及促進

●基本目標２ ニーズに応じた住まいを選択できる住宅市場づくり

施 策 具体的な取り組み

(1) 高齢者や障がい者等の居住支援 ① サービス付き高齢者向け住宅の供給促進
② 終身建物賃貸借制度の活用
③ 家賃債務保証制度の周知
④ 緊急通報システム事業等の周知

(2) 子育て世帯等の居住支援 ① 持ち家の住み替え支援制度の検討
② 市営住宅における優先入居の導入の検討

(3) 住宅セーフティネットの充実 ① 公営住宅等長寿命化計画の策定
② 民間賃貸住宅の公営住宅的活用の検討
③ 市営住宅の適正な管理の推進

④ 市営住宅を補完する道営住宅の供給促進

●基本目標３ 地域特性を生かした居住環境づくり

施 策 具体的な取り組み

(1) 街なか居住の推進 ① 空き家・空き地の情報提供と活用支援
② ヤングファミリー住まいりんぐ支援補助制度の創設

(2) 多自然居住の促進 空き家を活用した体験入居などのシステム検討

(3) 都市景観に配慮した住宅市街地の ① 函館市都市景観条例等に基づく町並み誘導

形成 ② 景観形成住宅等建築奨励金制度の利用促進
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２－２ 住宅施策と具体的な取り組み

●基本目標１ 安心して暮らせる住まいづくり

(1) 民間住宅の耐震診断・改修促進

平成７年の阪神・淡路大震災では多くの尊い命が奪われましたが，地震発生直後の

犠牲者の８割以上が建築物の倒壊によるものでした。

このような地震への備えの第一歩として，自らが住まう住宅の地震に対する安全性

を確認することは非常に重要であり，これを知ることをきっかけとした耐震化に関す

る意識啓発を進めていくことによって，耐震改修が促進されていくものと考えます。

このため，住宅の耐震化に向けて，住宅の所有者が自らの問題・地域の問題という

意識をもって地域防災対策に取り組めるよう，北海道や建築関係団体等との適切な役

割分担のもと，耐震化を促進するための施策を講じます。

◇ 具体的な取り組み ◇

① 建築関係団体等との連携

住宅の増改築や断熱改修，建築設備の更新等，リフォームする機会にあわせた耐

震改修の実施を促すことが重要であり，費用や施工面においても効率的であること

から，建築関係団体等と連携し，リフォームを計画する住宅の所有者等への耐震化

の必要性や税制優遇の周知等により，耐震化工事への誘導とその促進を図ります。

② 耐震診断の普及促進

地震による住宅の倒壊の被害から市民の生命，財産を保護し，安全・安心な市民

生活を確保するため，木造住宅の耐震診断に要する費用の一部を補助する「函館市

木造住宅耐震診断支援事業」を実施するなど，耐震診断の普及促進を図ります。

③ 耐震改修の促進

住宅の耐震改修工事に対し，その費用の一部を補助する「函館市住宅リフォーム

補助制度」について，当該制度の周知に努め，住宅のリフォームとあわせた耐震改

修の誘導・促進を図ります。
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(2) 住宅のリフォームの促進

資源循環型社会への転換が求められるなか，既存の住宅を長く有効活用していくた

めの改善が求められています。

このため，住宅のバリアフリー性，省エネルギー性などの基本性能の向上に必要な

住宅のリフォームを促進します。

◇ 具体的な取り組み ◇

① 住宅リフォーム相談窓口の機能強化

住宅の新築や増改築のほか，高齢者や障がい者などが行うリフォームの住宅相談

窓口として，一般財団法人函館市住宅都市施設公社が市民の住まいに関するさまざ

まな相談に対しアドバイスを行っていますが，本市全体における住宅性能の向上に

向け，同公社と連携しながら，この相談窓口の機能強化を検討します。

② 既存住宅のバリアフリー化等の促進

既存住宅のバリアフリー化，断熱化に係る改修工事に対し，その費用の一部を補

助する「函館市住宅リフォーム補助制度」について，当該制度の周知に努め，利用

を促進することにより，加齢対応や省エネルギーなどの住宅性能の向上を図ります。

また，重度の身体機能の低下した高齢者または重度の身体障がい者がいる世帯に

対し，住宅を高齢者等の居住に適するよう改造するために必要な費用の一部を助成

する「函館市いきいき住まいリフォーム助成事業」について，当該制度の周知に努

めます。

③ 高齢者向け返済特例制度の周知

「高齢者向け返済特例制度」は，高齢者が居住する住まいについてバリアフリー

工事や耐震改修工事を行う際に，独立行政法人住宅金融支援機構のリフォーム融資

を利用する場合，高齢者居住支援センター（財団法人高齢者住宅財団）が連帯保証

人となって，毎月の返済額を低減することができる制度です。

耐震改修やバリアフリー化など，リフォーム時における自宅改修資金計画を立て

る際の参考として，この制度の周知に努めます。
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(3) 良質な住宅の取得に関する制度等の普及促進

住宅に求められる質については，これまで，材質や住宅設備の充実などが重視され

てきましたが，今日の少子高齢化の進行や災害発生状況，環境問題，資源・エネルギ

ー問題などから，高齢期の生活や地震等に対する安全性，多世代にわたって循環利用

されるための耐久性，中古住宅となった際の流通性，年齢や障がいの有無等を問わず

に住まうことのできるユニバーサルデザイン性，環境負荷の低減や限られた資源を有

効利用できる省エネルギー性などが強く求められるようになりました。

このため，基本的な品質や性能が確保されている良質な住宅を消費者が市場におい

て取得できるよう，各種制度や指針の普及を図ります。

◇ 具体的な取り組み ◇

① 住宅性能表示制度の普及促進

住宅の設計段階や建設後において，建物の耐久性や耐震性，省エネルギー性など

の性能を第三者機関によって評価・表示する制度として，「住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成11年法律第81号）」に基づく「住宅性能表示制度」があり

ます。

この制度を利用することにより，多種多様な工法でつくられる住まいを比較した

り，自分が求めている性能を設計者や施工者に的確に伝えることができ，満足でき

る良質な住まいを安心して手に入れることができます。

また，中古住宅となった際には，その住宅の基本的な性能が証明されているため，

流通性や資産価値の面で優位に作用することが期待されます。

市では，住宅取得の際の安心と，今後建てられる住宅の基本性能の向上，中古住

宅となった際の流通性を確保するため，この制度の普及・活用を促進します。

② 北方型住宅サポートシステムの普及促進

北海道では，北国の気候風土に適した良質で安心な住まいづくりとして，「北方

型住宅」の普及を促進しています。

「北方型住宅サポートシステム」は，さまざまな基準が設けられている北方型住

宅の建設に際して，設計・施工のそれぞれの段階で第三者によるチェックやその記

録・履歴の保管などを行い，満たすべき基準の担保とその証明を確実にするもので

す。

市では，「住宅性能表示制度」と同様，住宅取得の際の安心と，今後建てられる

住宅の基本性能の向上，中古住宅となった際の流通性を確保するため，北海道と連

携して，この制度の普及・活用を促進します。
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③ 長期優良住宅の普及促進

住宅の長寿命化に配慮した良質なストックの普及とその長期使用の促進および環

境への負荷の低減を図ることを目的に，平成20年11月に「長期優良住宅の普及の

促進に関する法律（平成20年法律第87号）」が制定されました。

この法律では，長寿命化に配慮した住宅の建築計画を市が認定することにより，

税や融資に関する優遇措置を受けられることとしています。

市では，「住宅性能表示制度」や「北方型住宅サポートシステム」と同様，住宅

取得の際の安心と，今後建てられる住宅の基本性能の向上，中古住宅となった際の

流通性を確保するため，この制度の普及・活用を促進します。
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●基本目標２ ニーズに応じた住まいを選択できる住宅市場づくり

(1) 高齢者や障がい者等の居住支援

今後の高齢化のさらなる進行に伴い高齢者の単身または夫婦世帯の増加が予想され

ており，高齢者が在宅で安心して暮らせる住宅が求められています。

また，「障害者自立支援法」の施行により，障がい者の生活の場が施設から地域へ

移行していくこととなるため，障がい者が安心して入居し地域で生活できる住宅の確

保も求められています。

このため，福祉施策や民間事業者と連携し，高齢者や障がい者が在宅で自立した生

活が営めるよう，多様な居住支援サービスが付加された住宅が住宅市場において確保

できる取り組みを進めます。

◇ 具体的な取り組み ◇

① サービス付き高齢者向け住宅の供給促進

医療・介護・住宅が連携した安心できる住まいの供給を促進するため，「サービ

ス付き高齢者向け住宅」の登録制度について，賃貸住宅の貸主やこれを仲介する事

業者に対する周知に努め，登録を促進します。

また，北海道においては，高齢者や障がい者，子育て世帯，外国人など民間賃貸

住宅の確保が困難な世帯が安心して賃貸住宅を選択し入居できるよう，ＮＰＯ等に

よる入居の手続き支援や入居後の相談対応など，賃貸人双方の不安の解消等を目的

とする「北海道あんしん賃貸支援事業」を進めているところであり，北海道と連携

した取り組みについて検討します。

② 終身建物賃貸借制度の活用

「終身建物賃貸借制度」は，「高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13

年法律第26号）」に基づく制度で，賃借人の死亡によって終了（同居者は住み続

けることができます）し，賃借権の相続がない賃貸借契約をするものですが，この

契約をするためには，一定のバリアフリー賃貸住宅において，貸主が市の認可を受

けて行う必要があります。

市では，バリアフリー化された住宅に安心して住み続けることができる高齢者の

住まいの選択肢の一つとして，また，良質な賃貸住宅ストックを形成する観点から，

この制度の周知に努め，その活用を図ります。
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③ 家賃債務保証制度の周知

「家賃債務保証制度」は，国土交通大臣から高齢者居住支援センターの指定を受

けている「財団法人高齢者住宅財団」が，高齢者，障がい者，子育て世帯等の入居

を敬遠しないものとして，同財団と家賃債務保証制度の利用に関する基本約定書を

締結した賃貸住宅を対象に，これら世帯の家賃債務を保証し，その入居を支援する

制度です。

市では，これら住宅弱者となりやすい世帯が，住宅市場において容易かつ安心し

て賃貸住宅を選択・確保できる仕組みの一つとして，この制度の周知に努めます。

④ 緊急通報システム事業等の周知

市では，持病をもつひとり暮らしの高齢者や身体障がい者の方などを対象に，火

災や急病その他事故等があった場合の緊急連絡体制を整えて，日常生活の不安解消

と安全を確保するため，緊急時でも簡単な操作により電話回線を利用して外部に通

報することができる機器を無料で貸与する「函館市ひとり暮らし高齢者等緊急通報

システム事業」を行っています。

また，生活のなかで日常的に利用するトイレの扉や玄関ドア，居間の天井，水道

メーター，電気ポットなどにセンサーを取り付け，一定の時間がたっても動作が確

認できない場合，または，動作が確認できた都度，外部の警備会社や子の携帯電話

などに自動的に通報される機器も市販され，普及が進んでいます。

高齢者や障がい者の暮らしのサポートと安心を確保する仕組みとして，住宅相談

窓口等を通じて，この制度の周知や，これら機器に関する情報提供に努めます。
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(2) 子育て世帯等の居住支援

若年世帯や子育て世帯がライフステージの変化に応じて，安心して子供を生み育て

ることができる居住環境を有した地区内へ住み替えたり，新たに移り住むことができ

るよう必要な取り組みを進めます。

◇ 具体的な取り組み ◇

① 持ち家の住み替え支援制度の検討

世帯の小規模化に伴い住宅規模が縮小しつつあるなか，持ち家に住む高齢単身・

高齢夫婦世帯の約半数は100㎡以上の広い住宅に住んでおり，また，子育て世帯

においては比較的広い間取りの住宅に対するニーズが高いなど，世帯規模と住宅規

模とのミスマッチの状況がみられます。

このため，高齢期の生活に適した住まいへ住み替えようとする高齢世帯の持ち家

を賃貸化または売却し，この住宅を子育て世帯へ提供する，持ち家の住み替え支援

に関する制度について検討します。

② 市営住宅における優先入居の導入の検討

市営住宅においては，住宅に困窮する子育て世帯を含む多人数世帯の入居機会を

拡大するため，平成21年６月の一般公募から，３ＬＤＫまたは４ＬＤＫの住宅形

式で住戸面積が64㎡以上の住宅については，３人以上の世帯に限り応募できるこ

ととしています。

今後は，未就学児のいる子育て世帯を対象とした市営住宅への優先入居について

検討します。



35

第３章 住宅政策の基本目標と施策の展開方向

(3) 住宅セーフティネットの充実

低額所得者や高齢者，障がい者，子育て世帯，ＤＶ被害者など，住宅市場において

自力では適切な住宅を確保することができない住宅に困窮する者の居住の安定と居住

水準の向上に向け，公営住宅等の供給による住宅セーフティネットの充実を図ります。

◇ 具体的な取り組み ◇

① 公営住宅等長寿命化計画の策定

市では，市営住宅の的確な整備と管理を図るため，「函館市公営住宅等ストック

総合活用計画」に基づき，建替事業や改善事業を進めていますが，昭和40年代以

降に供給された耐火構造の住宅については耐用年限の２分の１を経過し始め，これ

ら大量の住宅ストックが更新時期を迎えることとなることから，計画的な修繕，改

善または建て替えを進めるため，当該計画の見直しが必要となっています。

この見直しについては，社会状況の変化等を踏まえ，改めて，建て替えや改善，

維持保全など団地ごとの活用手法を選定したうえ，コスト削減と長期的な維持管理

を実現するため，予防保全的な観点から事業計画を定める「函館市公営住宅等長寿

命化計画」として策定することとします。

② 民間賃貸住宅の公営住宅的活用の検討

住宅困窮者に対する公営住宅の供給に際しては，社会経済情勢の変化を見据えな

がら適切な戸数を確保する必要がありますが，こうした必要性への迅速かつ臨機応

変な対応が求められた場合，市の直接建設による新規供給および維持管理は，公営

住宅ストックの効率的な確保の観点から，有効な手法とはならない場合も想定され

ます。

このため，今後の市営住宅の供給については，直接建設による市営住宅を補完す

るものとして，既存の民間賃貸住宅への入居を家賃減額補助により支援するなど，

新たな供給手法の制度化を検討し，効率的かつ適切な供給を図ります。

③ 市営住宅の適正な管理の推進

住宅セーフティネットの中核となる市営住宅に入居する機会を公平に享受できる

よう，既存入居者のうち，高額所得者への対応の強化や収入超過者に対する民間賃

貸住宅等への住み替え誘導のほか，住宅困窮度に応じた優先入居制度や優遇措置の

充実の検討など，市営住宅の適正な管理の推進を図ります。
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④ 市営住宅を補完する道営住宅の供給促進

平成21年３月から旧東川小学校跡地において整備が進められた「道営であえ～

る大森浜団地」は，ユニバーサルデザイン住宅であるほか，一部を子育て世帯向け

住戸として整備し，あわせて整備される集会場においては，子育て支援策として

「つどいの広場事業」が市によって行われており，地域の多世代交流の場としても

期待されています。

この取り組みは，住宅施策と福祉施策との連携により，地域福祉の推進とあわせ

た地域の活性化が大いに期待されるものであることから，市ではその効果的な活用

を進めるなど，市営住宅を補完する道営住宅の更新や供給促進について，北海道と

の連携を深めながら調整を行っていきます。
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●基本目標３ 地域特性を生かした居住環境づくり

(1) 街なか居住の推進

中心市街地をはじめとする既成市街地では，少子高齢化や郊外部への人口移動など

により，空き家・空き地が増加し，空洞化が進行しており，地区の活力の衰退だけで

なく，防災や防犯面でも対策が求められています。

このため，都市基盤の既存ストックを有効活用し，地域の活性化や再生につながる

よう，商業・業務機能，医療・福祉機能などの都市機能の集積とあわせた街なか居住

の推進を図ります。

◇ 具体的な取り組み ◇

① 空き家・空き地の情報提供と活用支援

市では，これまでもホームページ等を通じて，西部地区などの空き家・空き地の

情報提供や，老朽ストック・狭小宅地の活用方法に関する提案などを行っています

が，街なか居住のさらなる推進に向けて，より有効で効果的なＰＲ等を進め，空き

家・空き地のストック活用の促進を図ります。

② ヤングファミリー住まいりんぐ支援補助制度の創設

市では，平成10年に「西部地区ヤングカップル住まいりんぐ支援補助制度」を

創設し，人口の減少や高齢化の進行が著しい西部地区への若年層の定住化を図って

きましたが，より効果的な事業となるよう，子育て世帯への支援期間の延長等につ

いて検討・見直しを行い，それらを盛り込んだ「ヤングファミリー住まいりんぐ支

援補助制度」を導入し，新制度への移行および普及促進を図ります。
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(2) 多自然居住の促進

東部地区は，津軽海峡と太平洋に面し，海岸線に沿って延びる国道278号や道道

沿いに集落が形成され，森林と水産資源に恵まれた自然豊かな地域ですが，若年層を

中心とする人口の流出，高齢化の急速な進行，地域社会や産業を支える担い手不足な

どの課題を抱え，集落の維持が懸念される地域も出てきています。

一方，近年の健康志向や自然・ふるさと回帰志向，食の安全問題などを背景に，自

然や人とのふれあいを求め，自然環境と調和したゆとりある住まい方への二一ズが高

まりつつあります。

このため，自然と調和・共生し都市部と交流することにより，ゆとりのあるライフ

スタイルを実現させながら，集落の活性化も期待される「多自然居住」の促進に向け

た取り組みを進めます。

◇ 具体的な取り組み ◇

○ 空き家を活用した体験入居などのシステム検討

東部地区の持ち家率は９割を超えていますが，高齢化の進行と若年層や家業の担

い手の流出などにより，住み継ぐ者がいない空き家が増えつつあります。

このため，これら空き家を有効に活用した体験入居などのシステムについて検討

します。
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(3) 都市景観に配慮した住宅市街地の形成

住宅地は，生活に最も密着した都市空間であり，市街地形成の基本となるものであ

ることから，それ自体，快適で魅力的なものであることが望まれます。

このため，住宅地の形成にあたっては，各地区の特性を生かしながら，周辺環境と

の調和や，建物相互の調和に努め，良好な町並みの保全・創出を図ります。

◇ 具体的な取り組み ◇

① 函館市都市景観条例等に基づく町並み誘導

市では，市街地の良好な景観の形成や歴史性豊かな伝統的建造物群の保存，その

他の都市景観の形成に関わる基本的事項を定め，自然と歴史にはぐくまれた函館ら

しい都市景観をまもり，そだて，つくり，個性豊かで快適な都市を創出することな

どを目的として，昭和63年に「函館市西部地区歴史的景観条例」を制定し，平成

７年には全市域を対象とした「函館市都市景観条例」へと移行，平成20年には

「景観法（平成16年法律第110号）」に基づく条例へと改正したほか，平成３年

に函館山山麓地域において都市計画の地域地区制度の一つである「高度地区」を定

めるとともに「函館市函館山山麓地域における建築物の高さに係る指導要綱」に基

づく「保全区域」を指定しました。

さらに，平成24年12月には，より積極的な景観誘導を進めるため，新たに事前

協議制度や景観法に基づく変更命令の規定などを定めた改正条例を施行しており，

今後とも，この条例および都市計画などの適切な運用等による良好な町並み形成へ

の誘導を図っていきます。

② 景観形成住宅等建築奨励金制度の利用促進

市では，都市景観形成地域内において，歴史的景観の継承・形成に資するととも

に，定住人口等を確保するため，公道に面する場所で函館らしい歴史的な景観に配

慮した建物の新築または購入する場合に，奨励金を支給する「函館市都市景観形成

地域の景観形成住宅等建築奨励金制度」を実施しています。

今後とも，函館らしい歴史的な建築様式を取り入れた建物による町並み形成をよ

り一層誘導し，市民共有の社会的財産である町並みと調和した居住環境を形成する

手法の一つとして，この制度の周知および利用促進を図ります。





第４章 住宅施策の展開に向けた体制の強化
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第4章 住宅施策の展開に向けた体制の強化

１ 住宅関連情報の一元的提供

市と一般財団法人函館市住宅都市施設公社との間で，高齢者や障がい者，子育て世帯

向けの住まいの情報や各種支援制度など，あらゆる住宅関連情報を集約し，一元的に管

理・提供できるシステムを構築することにより，住まいに関するワンストップサービス

を展開していきます。

また，居住希望者がニーズに応じた住宅や住宅地の情報を容易かつ的確に得られるよ

う，市のホームページにおける住宅関連情報の提供に関する機能の強化・充実を図りま

す。

２ エリアマネジメント組織設立の検討

近年，安全で快適な地域環境を求める住民意識の高まりから，地域の美化，防犯，商

店街の活性化，ボランティアに関する活動など，地域で暮らしている方や働いている方

々が主体となり，それぞれの地域が抱える課題に取り組む「エリアマネジメント」と呼

ばれる活動が全国で増えています。

これらの活動を通じて住民，事業主，地権者間に良好なコミュニティが形成され，こ

れが地域活力の維持や回復，さらには増進に繋がっている例も見受けられます。

本市では，中心市街地をはじめとする既成市街地における空き家の増加や空洞化，地

区人口の高齢化などが課題となっていますが，住民，事業主，地権者等が主体となって

空き家と利用希望者とのマッチングやコーディネートを行うなど，このエリアマネジメ

ントという手法がこれら課題の解決策の一つとして有効であると考えられることから，

まちづくり施策や福祉施策，商業施策等と連携しながら，このマネジメント組織の設立

を検討していきます。
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１ 策定体制

(1) 策定体制

函館市住宅施策のあり方に関する検討委員会

意見聴取 意見

函 館 市

事務局 意見調整
庁内関係部局※

（都市建設部住宅課）

データ
収集・分析 資料作成
依頼

委託コンサルタント

※ 庁内関係部局

○企画部 ○総務部 ○財務部 ○市民部 ○保健福祉部 ○子ども未来部 ○経済部

○観光コンベンション部 ○農林水産部 ○土木部 ○港湾空港部

○教育委員会生涯学習部 ○環境部 ○保健所 ○企業局 ○消防本部

○都市建設部（街づくり推進課，都市計画課，都市デザイン課，都市整備課，建築行政課）
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(2) 函館市住宅施策のあり方に関する検討委員会について

① 設置要綱

函館市住宅施策のあり方に関する検討委員会設置要綱

（設置）
第１条 住宅政策上の諸課題に適切に対応した住宅施策の推進に資するため，函館市住宅施策

のあり方に関する検討委員会（以下「委員会」という。）を置く。
（組織）

第２条 委員会は，委員７人以内をもって組織する。
２ 委員は，次の各号に掲げる者の区分に応じ，当該各号に掲げる人数とする。

(1) 学識経験者 ３名
(2) 民生児童委員連合会関係者 １名
(3) 町会連合会関係者 １名
(4) 不動産関係者 １名
(5) 建築関係者 １名
（任期等）

第３条 委員の任期は，２年とする。ただし，委員が欠けた場合の補欠の委員の任期は，前任
者の残任期間とする。

２ 委員は，再任されることができる。
（委員長）

第４条 委員会に委員長を置く。
２ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。
３ 委員長に事故があるときは，委員長があらかじめ指名する者が，その職務を代理する。

（会議）
第５条 委員会の会議は，市長が招集し，委員長がその議長となる。

（庶務）
第６条 委員会の庶務は，都市建設部において処理する。

（その他）
第７条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営について必要な事項は，委員長が委員会

に諮って定める。
附 則

この要綱は，平成１４年１０月１日から施行する。
附 則

この要綱は，平成１７年４月１日から施行する。

② 委員名簿

分 野 氏 名 役 職 備 考

学識経験者 小林 英嗣 北海道大学大学院教授 委員長

岩田 州夫 公立はこだて未来大学教授

南部 美砂子 公立はこだて未来大学講師

民生児童委員連合会関係者 松谷 博子 第５方面民生委員・児童委員協議会会長

町会連合会関係者 敦賀 敬之 函館市町会連合会会長

不動産関係者 安達 智紀 (社)北海道宅地建物取引業協会函館支部長

建築関係者 山内 一男 (社)北海道建築士会函館支部長 職務代理者

※ 敬称略／役職は平成19年４月10日当時の役職
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２ 策定経過

(1) 函館市住宅施策のあり方に関する検討委員会

○ 開催日：〈1〉平成19年12月17日

〈2〉平成20年２月19日

〈3〉平成20年９月２日

○ 検討事項（概略）

・ 市民アンケート調査結果について

・ これからの住宅施策の視点について

・ 「函館市住宅マスタープラン（案）改正概要」について

(2) 市民アンケート

○ 実施時期：平成19年６月

○ 調査対象：函館市全域 1,550世帯

○ 回収調査票：476票（回収率 約31％）

(3) 庁内関係部局との意見調整等

○ 意見聴取：平成22年10月21日～11月10日

(4) パブリックコメント

○ 募集期間：平成25年１月７日～２月６日

○ 意見提出：１名，４件
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３ 用語解説

あ行

◆ エリアマネジメント 【P43】

地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための，住民，事業主，

地権者等による自主的な取り組み。

か行

◆ 環境共生型住宅 【P21】

建設，居住，改修，建替えのライフサイクルに渡って環境負荷が少なく，かつ，

快適な暮らしを実現する住宅。エコハウス。

◆ 居住環境 【P3･10･11･13･14･19･20･22･25･26･27･34･37･39】

住まいの快適さ等に影響を及ぼす周囲の状況。敷地の安全性，住宅地の景観，良

好なコミュニティの形成など。

◆ 高齢者等対応設備 【P8】

手すりの設置，段差のない室内，車椅子での通行可能な廊下幅，またぎやすい高

さの浴槽，道路から玄関まで車椅子で通行可能といった高齢者等のための設備・構

造。

◆ コミュニティ 【P20･43】

地域社会，共同体の意味。地域コミュニティとは，日常生活のふれあいや共同活

動を通じて，共同体意識を持って生活を営む一定の地域およびその人々の集団。

◆ コンパクトなまちづくり 【P18･22】

都市経営コストの抑制のため市街地規模の維持と既存ストックの活用を図るほか，

主要な公共公益施設や商業・業務機能，生活利便施設をそれぞれ一定の範囲に集約

するとともに，それらの周辺に居住機能を集積することによって，徒歩や公共交通

によって円滑に日常生活を送ることが将来にわたり可能となるまちづくり。

さ行

◆ サービス付き高齢者向け住宅 【P19･27･32】

状況把握サービス，生活相談サービスの提供を行う高齢者向け住宅として，都道

府県・政令市・中核市の登録を受けた賃貸住宅。

◆ 資源循環型社会 【P21･26･29】

資源の損失がないことを理想状態として，一連の経済活動が終わる状態から次の

活用資源の生成を促進することにより，天然資源の消費を抑制し，環境への負荷を

できる限り低減しようとする社会システム。
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◆ シックハウス 【P21】

住宅の高気密化や化学物質を放出する建材・内装材の使用等により，新築・改築

後の住宅等において，化学物質の空気汚染等によって居住者の様々な体調不良を引

き起こす建物のこと。

◆ 住環境 【P17･20･21･25】

住宅の性能など住宅単体から享受する環境から，住宅を取り巻く道路・公園，学

校・福祉施設など各種生活基盤を含み，地区・都市環境等までの幅広い環境を指す。

◆ 住宅困窮者 【P26】

住宅市場において，自力では適切な住宅の確保が困難な低額所得者，被災者，高

齢者，障がい者，子供を育成する家庭，ドメスティックバイオレンス被害者など，

特に配慮を要する者。

◆ 住宅ストック 【P17･21･25･26･32･35】

現存する住宅。

◆ 住宅セーフティネット 【P20･26･27･35】

住宅市場において，自力では適切な住宅の確保が困難な者に対して，公営住宅の

提供をはじめとした適切な住宅を確保できるようにするための支援網。

◆ 新耐震基準 【P8･21】

1981年（昭和56年）の「建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）」の

改正により規定された，現行の耐震基準。新耐震基準の建築物は，震度６強程度の

地震でも倒壊しない耐震性能を有する。

◆ 成熟社会 【P25】

量的な拡大と充足を追求してきた大量消費社会のかわりに，成長によって得た豊

かさを維持しつつ，精神的な豊かさや生活の質の向上を図る平和で自由な社会。

た行

◆ 耐震改修 【P27･28･29】

耐震診断の結果に基づき，建築物の耐震性を向上させるため，柱，梁などを補強

したり，新たな耐震壁を設けること。

◆ 耐震診断 【P27･28】

新耐震基準の施行以前（1981年（昭和56年）以前）に建築された建物につい

て，地震に対する安全性を構造力学上，現行の耐震基準が求める耐震性能を有して

いるかを診断すること。
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◆ 多自然居住 【P17･26･27･38】

自然環境豊かな農山漁村などで，自然に親しみ，自然に学ぶなど，その地域社会

への貢献も図りながら自然と共生する居住スタイル。

◆ 長期優良住宅 【P27･31】

構造，設備等が，「長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第

87号）」に規定する長期使用構造等である住宅。

◆ つどいの広場 【P36】

子育て中の親が気軽に集い，育児の情報交換をしながら交流する場。

◆ ＤＶ（ドメスティックバイオレンス） 【P26･35】

同居関係にある配偶者や内縁関係などの家族から受ける身体的，精神的な苦痛を

与える暴力的行為。

は行

◆ バリアフリー 【P10･16･19･26･27･29･31･32】

高齢者や障がいのある人などが社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるも

のを除去すること。物理的，社会的，制度的，心理的な障壁，情報面での障壁など

すべての障壁を除去する考え方。バリアフリー住宅とは，出入り口や廊下の幅の確

保，出入り口の段差の解消，手すりの設置などの設備・仕様を導入し，高齢者等が

安全に生活できるよう配慮した住まい。

◆ 北方型住宅 【P27･30･31】

北海道が定める「北方型住宅基準」を満たして建設された住宅のうち，北方型住

宅サポートシステムにより，その住宅の設計，施工，完了に関する情報の共有が建

築主と住宅施工業者により行われていると認められ，北方型住宅として登録・保管

されたもの。

ま行

◆ 街なか居住 【P16･17･22･26･27･37】

商業・業務機能や医療・福祉機能などの都市機能がまとまっている，中心市街地

をはじめとする市街地に住むことにより，これら生活・交通等の利便を積極的に享

受しようとする居住スタイル。
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や行

◆ ユニバーサルデザイン 【P21･30･36】

年齢，性別，身体，国籍など，人々が持つさまざまな特性や違いにかかわらず，

利用することができるよう，すべての人に配慮した施設，製品，情報等をデザイン

する考え方。

ら行

◆ ライフスタイル 【P20･21･26･38】

行動様式や価値観，暮らしぶり，習慣などを含む生活様式。

◆ ライフステージ 【P20･21･26･34】

人間の一生において，節目となる出来事（入学，卒業，就職，結婚，出産，子育

て，退職等）によって区分される生活環境の段階。

◆ リバースモーゲージ 【P16】

高齢者等が持ち家を担保に，自治体や金融機関から住み替え資金や年金形式等で

生活資金の融資を受け，契約者の死亡時に担保となっていた不動産を売却して借入

金を返済する仕組み。
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４ 統計資料集

【図表１】 総人口の推移
（単位：人）

平成22年
区 分 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年

前回増減率

函 館 市 334,416 345,165 342,540 328,493 318,308 305,311 294,264 279,127 △ 5.1％

旧 市 域 307,453 320,154 319,194 307,249 298,881 287,637 278,584 265,357 △ 4.7％

西 部 地 区 51,943 44,478 38,990 33,452 29,145 25,898 24,094 22,375 △ 7.1％

中央部地区 100,878 89,119 82,568 75,103 69,695 64,028 59,678 55,272 △ 7.4％

東央部地区 67,739 75,028 76,758 72,921 70,901 68,001 64,741 60,923 △ 5.9％

北東部地区 67,413 91,453 99,048 104,225 105,465 104,916 103,629 98,443 △ 5.0％

北 部 地 区 19,480 20,076 21,830 21,548 23,675 24,794 26,442 28,344 7.2％

東 部 地 区 26,963 25,011 23,346 21,244 19,427 17,674 15,680 13,770 △ 12.2％

戸 井 地 区 5,733 5,453 5,164 4,677 4,227 3,893 3,496 3,128 △ 10.5％

恵 山 地 区 7,850 6,871 6,405 5,729 5,172 4,624 4,112 3,557 △ 13.5％

椴 法 華 地 2,711 2,466 2,218 1,927 1,802 1,586 1,318 1,091 △ 17.2％

南茅部地区 10,669 10,221 9,559 8,911 8,226 7,571 6,754 5,994 △ 11.3％

〔各年国勢調査〕

〔各年国勢調査〕
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【図表２】 年齢別人口の推移
（単位：人，％）

平成17年 平成22年
区 分 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年

構成比 構成比 前回増減※

函 館 市 15歳未満 79,833 80,038 73,429 58,732 47,487 39,591 34,369 11.7 30,474 10.9 △ 0.7pt

15～64歳 227,662 233,334 232,185 226,263 218,185 203,855 189,327 64.4 171,405 61.5 △ 2.8pt

65歳以上 26,919 31,712 36,644 43,411 52,607 61,855 70,459 24.0 76,637 27.5 3.6pt

旧 市 域 15歳未満 72,291 73,744 68,320 54,686 44,371 37,165 32,538 11.7 29,131 11.0 △ 0.7pt

15～64歳 210,639 217,297 216,885 212,518 205,862 193,119 180,301 64.7 163,815 61.9 △ 2.9pt

65歳以上 24,523 29,032 33,707 39,958 48,619 57,343 65,638 23.6 71,802 27.1 3.6pt

西 部 地 区 15歳未満 10,726 8,819 6,941 4,745 3,241 2,410 2,139 8.9 2,028 9.1 0.2pt

15～64歳 35,486 29,609 25,698 22,097 18,933 16,246 14,073 58.4 12,229 54.8 △ 3.7pt

65歳以上 5,731 6,032 6,306 6,579 6,968 7,242 7,868 32.7 8,072 36.2 3.5pt

中 央 部 地 区 15歳未満 21,502 17,938 15,404 11,783 9,249 7,357 5,949 10.0 5,161 9.4 △ 0.6pt

15～64歳 69,662 60,958 56,036 51,373 47,142 42,313 38,412 64.4 34,062 61.9 △ 2.5pt

65歳以上 9,714 10,211 11,034 11,939 13,302 14,354 15,315 25.7 15,844 28.8 3.1pt

東 央 部 地 区 15歳未満 17,202 18,472 17,450 13,367 10,408 8,733 7,457 11.5 6,434 10.6 △ 0.9pt

15～64歳 46,013 50,674 52,159 50,835 49,217 45,341 41,126 63.5 36,451 59.9 △ 3.6pt

65歳以上 4,524 5,868 7,079 8,693 11,267 13,925 16,145 24.9 17,954 29.5 4.6pt

北 東 部 地 区 15歳未満 18,120 23,776 23,660 20,700 17,516 15,133 13,396 12.9 11,577 11.8 △ 1.2pt

15～64歳 45,846 62,164 67,993 73,300 74,234 72,177 69,068 66.7 62,758 63.9 △ 2.8pt

65歳以上 3,447 5,479 7,332 10,203 13,704 17,606 21,092 20.4 23,912 24.3 4.0pt

北 部 地 区 15歳未満 4,741 4,739 4,865 4,091 3,957 3,532 3,597 13.6 3,931 13.9 0.3pt

15～64歳 13,632 13,892 14,999 14,913 16,336 17,042 17,622 66.7 18,315 64.8 △ 1.9pt

65歳以上 1,107 1,442 1,956 2,544 3,378 4,216 5,218 19.7 6,020 21.3 1.6pt

東 部 地 区 15歳未満 7,542 6,294 5,109 4,046 3,116 2,426 1,831 11.7 1,343 9.8 △ 1.9pt

15～64歳 17,023 16,037 15,300 13,745 12,323 10,736 9,026 57.6 7,590 55.1 △ 2.4pt

65歳以上 2,396 2,680 2,937 3,453 3,988 4,512 4,821 30.8 4,835 35.1 4.4pt

戸 井 地 区 15歳未満 1,516 1,294 1,083 860 628 490 394 11.3 301 9.6 △ 1.6pt

15～64歳 3,619 3,498 3,375 3,009 2,708 2,402 2,014 57.6 1,743 55.8 △ 1.9pt

65歳以上 598 661 706 808 891 1,001 1,088 31.1 1,082 34.6 3.5pt

恵 山 地 区 15歳未満 2,264 1,830 1,453 1,056 771 540 435 10.6 294 8.3 △ 2.3pt

15～64歳 4,950 4,367 4,192 3,745 3,338 2,855 2,354 57.2 1,905 53.6 △ 3.7pt

65歳以上 636 674 760 928 1,063 1,229 1,323 32.2 1,358 38.2 6.0pt

椴 法 華 地 区 15歳未満 769 612 422 340 298 246 155 11.8 119 10.9 △ 0.9pt

15～64歳 1,689 1,581 1,500 1,268 1,139 934 721 54.8 558 51.1 △ 3.6pt

65歳以上 253 273 296 319 365 406 440 33.4 414 37.9 4.5pt

南 茅 部 地 区 15歳未満 2,993 2,558 2,151 1,790 1,419 1,150 847 12.5 629 10.5 △ 2.0pt

15～64歳 6,765 6,591 6,233 5,723 5,138 4,545 3,937 58.3 3,384 56.5 △ 1.8pt

65歳以上 909 1,072 1,175 1,398 1,669 1,876 1,970 29.2 1,981 33.0 3.9pt

※ 年齢区分の構成比の増減（単位：ポイント）

〔各年国勢調査〕
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〔各年国勢調査〕
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【図表３】 年齢別人口（道内各都市，北海道，全国 － 平成22年）
（単位：人）

区 分 函館市 旭川市 釧路市 苫小牧市 帯広市 小樽市 北見市 江別市 札幌市 北海道 全 国

総 人 口※ 279,127 347,095 181,169 173,320 168,057 131,928 125,689 123,722 1,913,545 5,506,419 128,057,352

15歳未満 30,474 40,260 21,772 23,476 21,472 13,105 15,283 15,041 224,212 657,312 16,803,444

15～64歳 171,405 213,269 113,635 113,284 109,040 77,215 78,202 81,565 1,292,313 3,482,169 81,031,800

65歳以上 76,637 91,937 45,737 36,515 37,544 41,607 31,872 27,008 391,796 1,358,068 29,245,685

※ 年齢不詳を含む。

〔平成22年国勢調査〕
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【図表４】 世帯数・平均世帯人員の推移

区 分 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

函 館 市 総 世 帯 数 (世帯) 103,040 113,911 116,977 120,151 125,189 127,593 128,411 126,180

一般世帯数 (世帯) 99,127 113,491 116,491 119,900 125,009 127,415 128,132 125,956

一般世帯人員 (人) 320,505 337,088 334,322 320,835 310,995 297,282 284,430 269,706

平均世帯人員 (人) 3.23 2.97 2.87 2.68 2.49 2.33 2.22 2.14

旧 市 域 総 世 帯 数 (世帯) 96,723 107,538 110,703 114,093 119,277 121,779 122,806 120,930

一般世帯数 (世帯) 92,931 107,293 110,310 113,854 119,103 121,610 122,537 120,714

一般世帯人員 (人) 294,026 312,339 311,188 299,817 291,747 279,799 268,980 256,170

平均世帯人員 (人) 3.16 2.91 2.82 2.63 2.45 2.30 2.20 2.12

東部地区 総 世 帯 数 (世帯) 6,317 6,373 6,274 6,058 5,912 5,814 5,605 5,250

一般世帯数 (世帯) 6,196 6,198 6,181 6,046 5,906 5,805 5,595 5,242

一般世帯人員 (人) 26,479 24,749 23,134 21,018 19,248 17,483 15,450 13,536

平均世帯人員 (人) 4.27 3.99 3.74 3.48 3.26 3.01 2.76 2.58
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【図表５】 世帯数・平均世帯人員（平成22年）

区 分 函館市
旧市域 東部地区

西部地区 中央部地区 東央部地区 北東部地区 北部地区 戸井地区 恵山地区 椴法華地区 南茅部地区

総 世 帯 数 (世帯) 10,827 27,898 26,640 43,273 12,292 120,930 1,163 1,435 443 2,209 5,250 126,180

一 般 世 帯 数 (世帯) 10,801 27,851 26,571 43,232 12,259 120,714 1,161 1,433 442 2,206 5,242 125,956

一般世帯人員 (人) 21,554 53,320 57,490 96,332 27,474 256,170 3,069 3,465 1,079 5,923 13,536 269,706

平均世帯人員 (人) 2.00 1.91 2.16 2.23 2.24 2.12 2.64 2.42 2.44 2.68 2.58 2.14

〔平成22年国勢調査〕
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【図表６】 家族類型別世帯数の推移
（単位：世帯）

区 分 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

函 館 市 一 般 世 帯 数 99,127 108,807 116,491 119,900 125,009 127,415 128,132 125,956

核 家 族 世 帯 68,711 73,775 75,339 75,938 76,010 75,269 73,356 69,766

夫 婦 の み の 世 帯 14,824 17,795 20,200 23,718 26,841 28,825 29,186 28,735

夫婦と子供からなる世帯 46,026 47,028 44,776 40,988 37,354 33,879 30,493 27,271

ひとり親と子供からなる世帯 7,861 8,952 10,363 11,232 11,815 12,565 13,677 13,760

単 独 世 帯 13,250 18,388 24,913 29,632 35,771 40,365 44,008 45,915

そ の 他 の 世 帯 17,166 16,644 16,239 14,330 13,228 11,781 10,768 10,275

旧 市 域 一 般 世 帯 数 92,931 102,609 110,310 113,854 119,103 121,610 122,537 120,714

核 家 族 世 帯 65,048 70,242 71,844 72,592 72,753 72,024 70,280 66,854

夫 婦 の み の 世 帯 14,249 17,000 19,184 22,451 25,486 27,289 27,728 27,345

夫婦と子供からなる世帯 43,335 44,637 42,604 39,198 35,798 32,572 29,334 26,264

ひとり親と子供からなる世帯 7,464 8,605 10,056 10,943 11,469 12,163 13,218 13,245

単 独 世 帯 13,019 17,988 24,357 28,926 34,936 39,394 42,837 44,657

そ の 他 の 世 帯 14,864 14,379 14,109 12,336 11,414 10,192 9,420 9,203

東部地区 一 般 世 帯 数 6,196 6,198 6,181 6,046 5,906 5,805 5,595 5,242

核 家 族 世 帯 3,663 3,533 3,495 3,346 3,257 3,245 3,076 2,912

夫 婦 の み の 世 帯 575 795 1,016 1,267 1,355 1,536 1,458 1,390

夫婦と子供からなる世帯 2,691 2,391 2,172 1,790 1,556 1,307 1,159 1,007

ひとり親と子供からなる世帯 397 347 307 289 346 402 459 515

単 独 世 帯 231 400 556 706 835 971 1,171 1,258

そ の 他 の 世 帯 2,302 2,265 2,130 1,994 1,814 1,589 1,348 1,072

〔各年国勢調査〕
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〔各年国勢調査〕
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【図表７】 子どものいる世帯・高齢世帯数の推移
（単位：世帯，％）

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年
区 分

総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比

函 館 市 一 般 世 帯 119,900 100.0 125,009 100.0 127,415 100.0 128,132 100.0 125,956 100.0

18 歳未満の親族のいる世帯 43,672 36.4 36,225 29.0 30,598 24.0 26,664 20.8 23,261 18.5

うち６歳未満の親族のいる世帯 14,733 12.3 12,286 9.8 11,059 8.7 9,931 7.8 8,583 6.8

65 歳 以 上 の 単 身 世 帯 7,118 5.9 9,657 7.7 12,439 9.8 15,297 11.9 17,501 13.9

共に65歳以上の夫婦のみの世帯 5,084 4.2 7,216 5.8 9,719 7.6 11,480 9.0 12,421 9.9

そ の 他 の 世 帯 64,026 53.4 71,911 57.5 74,659 58.6 74,691 58.3 72,773 57.8

旧 市 域 一 般 世 帯 113,854 100.0 119,103 100.0 121,610 100.0 122,537 100.0 120,714 100.0

18 歳未満の親族のいる世帯 41,047 36.1 34,142 28.7 28,911 23.8 25,357 20.7 22,297 18.5

うち６歳未満の親族のいる世帯 13,761 12.1 11,586 9.7 10,442 8.6 9,486 7.7 8,261 6.8

65 歳 以 上 の 単 身 世 帯 6,868 6.0 9,272 7.8 11,946 9.8 14,604 11.9 16,745 13.9

共に65歳以上の夫婦のみの世帯 4,824 4.2 6,830 5.7 9,183 7.6 10,855 8.9 11,728 9.7

そ の 他 の 世 帯 61,115 53.7 68,859 57.8 71,570 58.9 71,721 58.5 69,944 57.9

東部地区 一 般 世 帯 6,046 100.0 5,906 100.0 5,805 100.0 5,595 100.0 5,242 100.0

18 歳未満の親族のいる世帯 2,625 43.4 2,083 35.3 1,687 29.1 1,307 23.4 964 18.4

うち６歳未満の親族のいる世帯 972 16.1 700 11.9 617 10.6 445 8.0 322 6.1

65 歳 以 上 の 単 身 世 帯 250 4.1 385 6.5 493 8.5 693 12.4 756 14.4

共に65歳以上の夫婦のみの世帯 260 4.3 386 6.5 536 9.2 625 11.2 693 13.2

そ の 他 の 世 帯 2,911 48.1 3,052 51.7 3,089 53.2 2,970 53.1 2,829 54.0

注) 平成22年の「18歳未満の親族のいる世帯数」および「６歳未満の親族のいる世帯数」については，「18歳未満世帯員のいる一般
世帯」または「６歳未満世帯員のいる一般世帯」のうち，「非親族を含む世帯」を除いた世帯数を記載している。

〔各年国勢調査〕
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注) 平成22年の「18歳未満の親族のいる世帯数」および「６歳未満の親族のいる世帯数」については，「18歳未満世帯員のいる一般
世帯」または「６歳未満世帯員のいる一般世帯」のうち，「非親族を含む世帯」を除いた世帯数を記載している。

〔各年国勢調査〕
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【図表８】 子どものいる世帯・高齢世帯数（平成22年）
（単位：世帯）

区 分 函館市
旧市域 東部地区

西部地区 中央部地区 東央部地区 北東部地区 北部地区 戸井地区 恵山地区 椴法華地区 南茅部地区

一 般 世 帯 数 10,801 27,851 26,571 43,232 12,259 120,714 1,161 1,433 442 2,206 5,242 125,956

18 歳未満世帯員のいる世帯 1,492 4,146 4,872 8,962 2,903 22,375 215 223 81 446 965 23,340

うち６歳未満世帯員のいる世帯 601 1,523 1,720 3,177 1,268 8,289 63 76 28 156 323 8,612

65 歳 以 上 の 単 身 世 帯 2,171 4,686 4,035 4,724 1,129 16,745 150 249 71 286 756 17,501

共に65歳以上の夫婦のみの世帯 1,141 2,494 2,926 4,238 929 11,728 137 195 75 286 693 12,421

そ の 他 の 世 帯 5,997 16,525 14,738 25,308 7,298 69,866 659 766 215 1,188 2,828 72,694

〔平成22年国勢調査〕
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【図表９】 居住世帯の有無別住宅数の推移
（単位：戸）

（参考）
区 分 昭和58年 昭和63年 平成５年 平成10年 平成15年 平成20年 平成20年

北 海 道

住 宅 総 数 112,240 119,670 123,670 131,330 134,020 147,990 2,730,500

居 住 世 帯 あ り 103,370 104,950 109,710 115,320 112,180 122,020 2,340,300

同 居 世 帯 な し 102,550 103,820 108,560 114,080 111,400 120,950 2,322,700

同 居 世 帯 あ り 810 1,130 1,150 1,240 770 1,070 17,600

居 住 世 帯 な し 8,870 14,720 13,960 16,010 21,850 25,960 390,100

一 時 現 在 者 の み 740 920 890 510 840 730 11,600

空 き 家 7,780 12,900 12,650 15,410 20,640 25,080 374,400
[空 き 家 率※ (％)] [6.9] [10.8] [10.2] [11.7] [15.4] [16.9] [13.7]

建 築 中 350 900 410 80 370 150 4,200

住宅以外で人が居住する建物総数 950 650 800 410 280 330 4,700

注)１ 四捨五入で端数処理をしているため，個々の内訳数値の計と合計とは必ずしも一致しない。
２ 平成15年までは合併前の旧函館市域のみ，平成20年は合併後の全市域が調査対象である。

※ 空き家数の住宅総数に対する割合

〔各年住宅・土地統計調査〕

〔平成20年住宅・土地統計調査〕
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【図表10】 地区別空き家率の推計（平成22年）

区 分 函館市
旧市域 東部地区

西部地区 中央部地区 東央部地区 北東部地区 北部地区 戸井地区 恵山地区 椴法華地区 南茅部地区

Ａ 住 宅 数※１ (戸) 14,549 30,421 27,513 47,929 12,042 132,454 1,372 1,595 541 2,392 5,900 138,354

Ｂ 住宅に住む一般世帯数※２ (世帯) 10,699 27,436 26,252 42,897 12,053 119,337 1,159 1,409 441 2,162 5,171 124,508

Ｃ 公営・公団借家世帯数※２ (世帯) 982 1,621 3,608 629 187 7,027 111 138 30 145 424 7,451

Ｄ 間 借 り 世 帯 数※２ (世帯) 226 507 372 737 206 2,048 8 2 - 27 37 2,085

Ｅ 居住世帯あり住宅数 Ｂ－(Ｃ＋Ｄ) (戸) 9,491 25,308 22,272 41,531 11,660 110,262 1,040 1,269 411 1,990 4,710 114,972

Ｆ 空 き 家 数 Ａ－Ｅ (戸) 5,058 5,113 5,241 6,398 382 22,192 332 326 130 402 1,190 23,382

Ｇ 空 き 家 率 Ｆ／Ａ×100 (％) 34.8 16.8 19.0 13.3 3.2 16.8 24.2 20.4 24.0 16.8 20.2 16.9

※１ 平成19年固定資産税（家屋）課税台帳による。（公営・公団住宅を含まない。）
※２ 平成22年国勢調査による。

〔平成19年固定資産税（家屋）課税台帳，平成22年国勢調査〕

〔平成19年固定資産税（家屋）課税台帳，平成22年国勢調査〕
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【図表11】 住宅の所有関係別世帯数の推移
（単位：世帯，％）

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年
区 分

総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比

函 館 市 主 世 帯 116,251 100.0 120,515 100.0 122,479 100.0 123,785 100.0 122,423 100.0

持 ち 家 61,706 53.1 64,467 53.5 67,097 54.8 69,132 55.8 68,585 56.0

公 的 借 家 7,577 6.5 7,428 6.2 7,526 6.1 7,800 6.3 7,451 6.1

民 営 借 家 39,570 34.0 41,803 34.7 41,650 34.0 41,538 33.6 41,797 34.1

給 与 住 宅 7,398 6.4 6,817 5.7 6,206 5.1 5,315 4.3 4,590 3.7

旧 市 域 主 世 帯 110,276 100.0 114,668 100.0 116,744 100.0 118,284 100.0 117,289 100.0

持 ち 家 56,704 51.4 59,537 51.9 62,224 53.3 64,426 54.5 64,120 54.7

公 的 借 家 7,110 6.4 6,946 6.1 7,059 6.0 7,309 6.2 7,027 6.0

民 営 借 家 39,374 35.7 41,628 36.3 41,485 35.5 41,387 35.0 41,661 35.5

給 与 住 宅 7,088 6.4 6,557 5.7 5,976 5.1 5,162 4.4 4,481 3.8

東部地区 主 世 帯 5,975 100.0 5,847 100.0 5,735 100.0 5,501 100.0 5,134 100.0

持 ち 家 5,002 83.7 4,930 84.3 4,873 85.0 4,706 85.5 4,465 87.0

公 的 借 家 467 7.8 482 8.2 467 8.1 491 8.9 424 8.3

民 営 借 家 196 3.3 175 3.0 165 2.9 151 2.7 136 2.6

給 与 住 宅 310 5.2 260 4.4 230 4.0 153 2.8 109 2.1

〔各年国勢調査〕
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【図表12】 住宅の所有関係別世帯数（平成22年）
（単位：世帯）

区 分 函館市
旧市域 東部地区

西部地区 中央部地区 東央部地区 北東部地区 北部地区 戸井地区 恵山地区 椴法華地区 南茅部地区

主 世 帯 数 10,473 26,929 25,880 42,160 11,847 117,289 1,151 1,407 441 2,135 5,134 122,423

持 ち 家 5,617 12,225 14,556 24,802 6,920 64,120 1,007 1,231 382 1,845 4,465 68,585

公 的 借 家 982 1,621 3,608 629 187 7,027 111 138 30 145 424 7,451

民 営 借 家 3,549 11,251 6,673 15,875 4,313 41,661 14 24 13 85 136 41,797

給 与 住 宅 325 1,832 1,043 854 427 4,481 19 14 16 60 109 4,590

〔平成22年国勢調査〕
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【図表13】 住宅の所有関係別１世帯あたりの延べ面積の推移
（単位：㎡）

区 分 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

函 館 市 主 世 帯 73.8 76.6 83.0 85.0 83.6

持 ち 家 99.3 103.6 110.7 112.8 110.5

公 的 借 家 46.6 50.0 52.8 53.9 57.0

民 営 借 家 42.0 42.3 46.6 47.2 46.7

給 与 住 宅 59.2 60.0 63.3 63.8 60.2

旧 市 域 主 世 帯 72.4 75.1 81.5 83.6 82.4

持 ち 家 98.4 102.7 109.9 112.1 110.0

公 的 借 家 46.7 50.0 52.7 53.8 56.8

民 営 借 家 41.9 42.2 46.5 47.1 46.6

給 与 住 宅 59.3 59.6 63.0 63.4 59.7

東部地区 主 世 帯 100.2 105.9 112.6 115.0 110.5

持 ち 家 109.1 114.5 121.4 123.6 117.0

公 的 借 家 45.5 50.5 54.6 55.4 60.4

民 営 借 家 70.7 71.0 75.0 76.3 78.8

給 与 住 宅 57.7 68.9 70.6 77.6 81.1

注) 平成22年については，面積区分別世帯数からの推計値

〔各年国勢調査〕

〔各年国勢調査〕
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【図表14】 延べ面積別世帯数（平成22年）
（単位：世帯）

区 分 函館市
旧市域 東部地区

西部地区 中央部地区 東央部地区 北東部地区 北部地区 戸井地区 恵山地区 椴法華地区 南茅部地区

住宅に住む一般世帯数 10,699 27,436 26,252 42,897 12,053 119,337 1,159 1,409 441 2,162 5,171 124,508

0 ～ 29㎡ 1,059 3,834 1,823 3,757 1,291 11,764 5 17 1 31 54 11,818

30 ～ 49㎡ 2,217 6,449 4,641 8,020 2,153 23,480 62 47 19 135 263 23,743

50 ～ 69㎡ 2,198 5,092 4,877 6,006 1,718 19,891 93 154 38 223 508 20,399

70 ～ 99㎡ 2,840 6,073 6,649 10,544 2,562 28,668 362 467 173 647 1,649 30,317

100 ～ 149㎡ 1,638 4,193 6,404 11,344 3,435 27,014 477 531 144 789 1,941 28,955

150㎡ 以 上 747 1,795 1,858 3,226 894 8,520 160 193 66 337 756 9,276

〔平成22年国勢調査〕

〔平成22年国勢調査〕
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【図表15】 建築時期別住宅数（平成19年）
（単位：戸）

区 分 函館市
旧市域 東部地区

西部地区 中央部地区 東央部地区 北東部地区 北部地区 戸井地区 恵山地区 椴法華地区 南茅部地区

住 宅 数 14,549 30,421 27,513 47,929 12,042 132,454 1,372 1,595 541 2,392 5,900 138,354

平成11年以降 (築 10 年 未 満) 1,637 3,872 2,961 7,975 2,968 19,413 111 78 18 185 392 19,805

平成元～10年 (築10～20年未満) 2,601 6,022 7,538 12,184 3,648 31,993 191 226 75 395 887 32,880

昭和54～63年 (築20～30年未満) 2,231 7,238 6,316 12,231 2,603 30,619 215 242 77 430 964 31,583

昭和44～53年 (築30～40年未満) 2,790 5,827 7,531 12,704 1,883 30,735 511 637 207 860 2,215 32,950

昭和34～43年 (築40～50年未満) 1,316 3,011 2,618 2,498 661 10,104 237 223 79 294 833 10,937

昭和33年以前 (築 50 年 以 上) 3,953 4,436 542 326 278 9,535 105 171 85 176 537 10,072

不 明 21 15 7 11 1 55 2 18 - 52 72 127

昭和56年以前 (新耐震基準施行前) 8,780 15,521 13,031 19,549 3,796 60,677 953 1,151 397 1,547 4,048 64,725

昭和57年以降 (新耐震基準施行後) 5,748 14,885 14,475 28,369 8,245 71,722 417 426 144 793 1,780 73,502

〔平成19年固定資産税（家屋）課税台帳〕

〔平成19年固定資産税（家屋）課税台帳〕
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【図表16】 高齢者等のための設備状況別住宅数の推移〈所有関係別〉
（単位：戸，％）

（参 考）

平成10年 平成15年 平成20年
平成20年 平成20年

区 分
北 海 道 全 国

総 数 整備率 総 数 整備率 総 数 整備率 総 数 整備率 総 数 整備率

持 ち 家 (専 用 住 宅) 56,880 100.0 56,800 100.0 65,160 100.0 1,294,300 100.0 29,162,900 100.0

高齢者等のための設備がある住宅 31,070 54.6 32,160 56.6 39,310 60.3 784,300 60.6 18,518,300 63.5

手 す り が あ る 24,180 42.5 27,970 49.2 33,610 51.6 662,300 51.2 15,038,100 51.6

ま た ぎ や す い 高 さ の 浴 槽 14,120 24.8 12,120 21.3 17,270 26.5 369,300 28.5 9,463,800 32.5

廊下などの幅が車椅子で通行可能 4,720 8.3 6,590 11.6 9,120 14.0 208,800 16.1 6,330,100 21.7

段 差 の な い 屋 内 6,570 11.6 9,190 16.2 13,410 20.6 315,500 24.4 7,446,500 25.5

道路から玄関まで車椅子で通行可能 5,650 9.9 4,360 7.7 5,340 8.2 152,600 11.8 4,551,400 15.6

借 家 (専 用 住 宅) 52,520 100.0 48,990 100.0 51,550 100.0 948,300 100.0 17,633,800 100.0

高齢者等のための設備がある住宅 9,800 18.7 8,630 17.6 11,340 22.0 248,100 26.2 4,862,900 27.6

手 す り が あ る 4,680 8.9 5,520 11.3 7,140 13.9 149,700 15.8 2,812,000 15.9

ま た ぎ や す い 高 さ の 浴 槽 2,500 4.8 1,730 3.5 4,870 9.4 81,700 8.6 1,565,400 8.9

廊下などの幅が車椅子で通行可能 1,250 2.4 2,150 4.4 3,980 7.7 65,900 6.9 1,493,300 8.5

段 差 の な い 屋 内 3,610 6.9 3,570 7.3 6,980 13.5 131,900 13.9 2,276,500 12.9

道路から玄関まで車椅子で通行可能 1,920 3.7 2,250 4.6 2,780 5.4 63,700 6.7 1,453,500 8.2

注)１ 複数回答であるため，個々の内訳数値の計と合計とは必ずしも一致しない。
２ 平成15年までは合併前の旧函館市域のみ，平成20年は合併後の全市域が調査対象である。

〔各年住宅・土地統計調査〕

〔平成20年住宅・土地統計調査〕
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【図表17】 住宅の所有関係・家族類型別世帯数（平成22年）
（単位：世帯，％）

親 族 の み の 世 帯

総 数
核 家 族 世 帯 非親族を 単 独

区 分 その他の
含む世帯 世 帯

夫婦のみの 夫婦と子供 ひとり親と子供
親族のみの

世 帯 からなる世帯 からなる世帯
世 帯

総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比

主 世 帯 122,423 100.0 28,425 100.0 26,771 100.0 13,322 100.0 9,139 100.0 1,044 100.0 43,716 100.0

持 ち 家 68,585 56.0 20,742 73.0 17,556 65.6 6,938 52.1 7,569 82.8 313 30.0 15,464 35.4

公 的 借 家 7,451 6.1 1,538 5.4 1,293 4.8 1,281 9.6 240 2.6 19 1.8 3,080 7.0

民 営 借 家 41,797 34.1 5,377 18.9 6,454 24.1 4,964 37.3 1,280 14.0 687 65.8 23,032 52.7

給 与 住 宅 4,590 3.7 768 2.7 1,468 5.5 139 1.0 50 0.5 25 2.4 2,140 4.9

〔平成22年国勢調査〕

〔平成22年国勢調査〕
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【図表18】 住宅の所有関係別高齢世帯数・１世帯当たりの延べ面積の推移
（単位：世帯，％，㎡）

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年
区 分

総 数 構成比 延べ面積 総 数 構成比 延べ面積 総 数 構成比 延べ面積 総 数 構成比 延べ面積 総 数 構成比 延べ面積

主 世 帯 116,251 100.0 73.7 120,515 100.0 76.6 122,479 100.0 83.0 123,785 100.0 85.0 122,423 100.0 83.6

持 ち 家 61,706 53.1 99.2 64,467 53.5 103.6 67,097 54.8 110.7 69,132 55.8 112.8 68,585 56.0 110.5

公的借家 7,577 6.5 46.6 7,428 6.2 50.0 7,526 6.1 52.8 7,800 6.3 53.9 7,451 6.1 57.0

民営借家 39,570 34.0 42.0 41,803 34.7 42.3 41,650 34.0 46.6 41,538 33.6 47.2 41,797 34.1 46.7

給与住宅 7,398 6.4 59.2 6,817 5.7 60.0 6,206 5.1 63.3 5,315 4.3 63.8 4,590 3.7 60.2

高齢単身世帯 6,915 100.0 58.2 9,304 100.0 63.7 11,963 100.0 74.2 14,755 100.0 78.7 16,977 100.0 77.0

持 ち 家 3,845 55.6 76.0 5,383 57.9 82.5 7,221 60.4 94.6 9,129 61.9 100.0 10,205 60.1 97.8

公的借家 674 9.7 36.9 913 9.8 40.2 1,219 10.2 45.2 1,655 11.2 47.1 1,922 11.3 52.1

民営借家 2,369 34.3 35.2 2,961 31.8 36.8 3,482 29.1 42.2 3,933 26.7 42.8 4,813 28.4 43.0

給与住宅 27 0.4 66.1 47 0.5 47.4 41 0.3 71.1 38 0.3 73.7 37 0.2 55.8

高齢夫婦世帯 8,299 100.0 83.3 10,123 100.0 91.2 12,488 100.0 99.7 14,019 100.0 103.0 14,745 100.0 101.2

持 ち 家 6,697 80.7 92.0 8,469 83.7 98.9 10,534 84.4 107.3 11,832 84.4 111.0 12,423 84.3 109.0

公的借家 439 5.3 43.1 487 4.8 48.7 640 5.1 53.7 832 5.9 56.6 884 6.0 58.3

民営借家 1,110 13.4 48.5 1,114 11.0 51.5 1,268 10.2 58.5 1,317 9.4 58.2 1,398 9.5 58.9

給与住宅 53 0.6 64.9 53 0.5 74.4 46 0.4 102.4 38 0.3 125.2 40 0.3 102.4

注) 平成22年の「延べ面積」については，面積区分別世帯数からの推計値
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〔各年国勢調査〕

0

40

60

80

100

120
(㎡)

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

76.0
82.5

94.6
100.0 97.8

36.9 40.2
45.2 47.1

52.1

35.2 36.8
42.2 42.8 43.0

１世帯当たりの延べ面積の推移 － 高齢単身世帯

持ち家 公的借家 民営借家

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

55.6 57.9 60.4 61.9 60.1

9.7 9.8 10.2 11.2 11.3

34.3 31.8 29.1 26.7 28.4

0.4 0.5 0.3 0.3 0.2
構成比 － 高齢単身世帯数

持ち家 公的借家 民営借家 給与住宅

0

40

60

80

100

120
(㎡)

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

92.0
98.9

107.3 111.0 109.0

43.1
48.7

53.7 56.6 58.3
48.5 51.5

58.5 58.2 58.9

１世帯当たりの延べ面積の推移 － 高齢夫婦世帯

持ち家 公的借家 民営借家

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

80.7 83.7 84.4 84.4 84.3

5.3 4.8 5.1 5.9 6.0

13.4 11.0 10.2 9.4 9.5
0.6 0.5 0.4 0.3 0.3

構成比 － 高齢夫婦世帯数

持ち家 公的借家 民営借家 給与住宅



75

資 料 編

【図表19】 住宅の所有関係・延べ面積別高齢世帯数（平成22年）
（単位：世帯，％）

総 数 延 べ 面 積
区 分

0～29㎡ 30～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡以上

総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比

主 世 帯 122,423 100.0 11,374 9.3 23,118 18.9 19,881 16.2 29,845 24.4 28,930 23.6 9,275 7.6

持 ち 家 68,585 56.0 453 0.7 2,579 3.8 6,182 9.0 23,013 33.6 27,393 39.9 8,965 13.1

公 的 借 家 7,451 6.1 153 2.1 2,342 31.4 3,497 46.9 1,432 19.2 27 0.4 - -

民 営 借 家 41,797 34.1 10,379 24.8 17,033 40.8 8,435 20.2 4,366 10.4 1,334 3.2 250 0.6

給 与 住 宅 4,590 3.7 389 8.5 1,164 25.4 1,767 38.5 1,034 22.5 176 3.8 60 1.3

高齢単身世帯 16,977 100.0 1,727 10.2 3,852 22.7 2,987 17.6 4,422 26.0 3,047 17.9 942 5.5

持 ち 家 10,205 60.1 217 2.1 854 8.4 1,455 14.3 3,828 37.5 2,932 28.7 919 9.0

公 的 借 家 1,922 11.3 50 2.6 911 47.4 753 39.2 206 10.7 2 0.1 - -

民 営 借 家 4,813 28.4 1,455 30.2 2,073 43.1 771 16.0 381 7.9 110 2.3 23 0.5

給 与 住 宅 37 0.2 5 13.5 14 37.8 8 21.6 7 18.9 3 8.1 - -

高齢夫婦世帯 14,745 100.0 182 1.2 1,175 8.0 2,104 14.3 4,884 33.1 4,854 32.9 1,546 10.5

持 ち 家 12,423 84.3 23 0.2 449 3.6 1,248 10.0 4,443 35.8 4,745 38.2 1,515 12.2

公 的 借 家 884 6.0 10 1.1 233 26.4 474 53.6 163 18.4 4 0.5 - -

民 営 借 家 1,398 9.5 146 10.4 487 34.8 375 26.8 271 19.4 97 6.9 22 1.6

給 与 住 宅 40 0.3 3 7.5 6 15.0 7 17.5 7 17.5 8 20.0 9 22.5

〔平成22年国勢調査〕

〔平成22年国勢調査〕
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【図表20】 借家の家賃の推移
（単位：戸，％）

平成５年 平成10年 平成15年 平成20年
区 分

総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比 総 数 構成比

借 家 (専 用 住 宅)※ 53,000 - 52,520 - 48,990 - 51,550 -

１ 20,000円 未 満 11,310 21.4 9,470 18.1 9,190 18.9 7,770 15.7
か
月 20,000円 ～ 40,000円 未 満 23,880 45.1 19,280 36.8 15,270 31.4 16,690 33.6
あ
た 40,000円 ～ 60,000円 未 満 14,710 27.8 16,580 31.6 15,570 32.1 17,780 35.8
り
の 60,000円 ～ 80,000円 未 満 2,420 4.6 5,460 10.4 6,960 14.3 5,470 11.0
家
賃 80,000円 以 上 590 1.1 1,660 3.2 1,590 3.3 1,930 3.9

注) 平成15年までは合併前の旧函館市域のみ，平成20年は合併後の全市域が調査対象である。
※ １か月あたりの家賃「不詳」を含む。

〔各年住宅・土地統計調査〕

〔各年住宅・土地統計調査〕
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【図表21】 民営借家の建て方と家賃の状況（道内各都市 － 平成20年）
（単位：戸）

区 分 函館市 旭川市 釧路市 苫小牧市 帯広市 小樽市 江別市 北見市 札幌市

民 営 借 家 (専 用 住 宅)※１,２ 39,150 46,970 24,360 21,100 25,100 12,120 13,470 14,970 341,840

１ 20,000円 未 満 1,350 1,200 580 600 820 510 220 860 5,040
か
月 20,000円 ～ 40,000円 未 満 12,490 16,640 8,860 8,360 7,560 4,470 5,650 5,810 75,200
あ
た 40,000円 ～ 60,000円 未 満 17,090 19,320 11,430 9,740 11,710 4,490 5,770 5,650 151,220
り
の 60,000円 ～ 80,000円 未 満 5,180 7,180 3,110 2,130 3,990 2,210 1,550 2,180 84,040
家
賃 80,000円 以 上 1,720 1,680 270 170 430 120 200 130 21,080

一 戸 建※２ 5,430 7,580 3,380 1,850 5,240 2,910 870 3,400 18,320

１ 20,000円 未 満 450 630 350 190 390 230 20 520 1,260
か
月 20,000円 ～ 40,000円 未 満 1,370 2,050 1,170 420 890 1,050 150 1,030 1,260
あ
た 40,000円 ～ 60,000円 未 満 1,390 3,020 1,090 660 2,400 850 140 1,180 3,480
り
の 60,000円 ～ 80,000円 未 満 1,380 1,320 560 410 1,210 570 350 480 6,450
家
賃 80,000円 以 上 530 310 130 110 200 30 160 90 4,800

長 屋 建※２ 2,700 1,360 1,630 670 1,660 1,130 300 680 7,210

１ 20,000円 未 満 290 100 70 40 80 100 - 100 270
か
月 20,000円 ～ 40,000円 未 満 1,560 610 1,110 270 640 600 130 180 1,300
あ
た 40,000円 ～ 60,000円 未 満 570 240 390 240 460 320 60 370 2,080
り
の 60,000円 ～ 80,000円 未 満 220 130 40 70 340 120 80 30 2,440
家
賃 80,000円 以 上 - 90 - - - - 30 - 770

共 同 住 宅 (木 造)※２ 18,470 26,730 15,610 13,100 8,600 4,040 6,890 7,770 112,860

１ 20,000円 未 満 150 230 150 280 110 90 180 240 1,880
か
月 20,000円 ～ 40,000円 未 満 6,990 12,210 5,860 5,960 2,910 1,780 2,910 3,530 34,350
あ
た 40,000円 ～ 60,000円 未 満 9,240 11,260 7,370 5,900 4,200 1,510 3,380 2,890 53,300
り
の 60,000円 ～ 80,000円 未 満 1,560 2,710 2,140 900 1,120 550 410 870 20,950
家
賃 80,000円 以 上 50 220 80 40 80 - - - 1,260

共 同 住 宅 (非 木 造)※２ 12,540 11,240 3,740 5,430 9,560 4,010 5,410 3,080 203,210

１ 20,000円 未 満 460 210 20 70 230 70 20 20 1,610
か
月 20,000円 ～ 40,000円 未 満 2,570 1,750 700 1,690 3,120 1,030 2,470 1,020 38,260
あ
た 40,000円 ～ 60,000円 未 満 5,880 4,800 2,580 2,950 4,630 1,810 2,190 1,210 92,250
り
の 60,000円 ～ 80,000円 未 満 2,020 3,030 370 710 1,320 960 700 800 54,170
家
賃 80,000円 以 上 1,140 1,030 50 20 140 90 20 40 14,220

※１ 住宅の建て方「その他」を含む。
※２ １か月あたりの家賃「不詳」を含む。

〔平成20年住宅・土地統計調査〕
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〔平成20年住宅・土地統計調査〕
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〔平成20年住宅・土地統計調査〕
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